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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(1)連結経営指標等          

売上高（千円） 50,909,835 44,870,892 44,424,242 45,050,799 46,485,656 

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
2,185,501 2,237,141 348,632 △626,672 590,969 

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円） 
1,305,750 1,268,358 369,002 △894,342 △557,531 

純資産額（千円） 7,051,253 8,423,525 8,481,920 7,967,825 8,381,871 

総資産額（千円） 42,083,019 43,680,006 44,202,613 40,713,885 39,603,302 

１株当たり純資産額（円） 701.30 834.46 409.14 384.34 386.50 

１株当たり当期純利益又は当期純

損失（△）（円） 
135.98 125.96 17.88 △43.14 △26.89 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益（円） 
132.89 122.86 17.60 － － 

自己資本比率（％） 16.8 19.3 19.2 19.6 20.2 

自己資本利益率（％） 20.6 16.4 4.4 △10.9 △7.0 

株価収益率（倍） 8.1 8.7 17.5 － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
7,398,718 1,894,109 334,335 989,052 437,948 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△1,928,232 △1,732,495 △1,115,327 1,800,925 △1,099,467 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△1,678,635 1,343,755 1,349,767 △3,234,618 △1,577,349 

現金及び現金同等物の期末残高

（千円） 
6,936,911 8,260,071 8,856,345 8,611,221 6,277,855 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

2,237 

(88) 

2,409 

(117) 

2,445 

(197) 

3,109 

(195) 

3,785 

(162) 

(2)提出会社の経営指標等          

売上高（千円） 41,348,551 38,093,803 39,133,429 35,934,530 38,414,425 

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
1,026,024 1,215,035 689,031 △762,720 1,943,756 

当期純利益又は 

当期純損失（△）（千円） 
576,742 600,984 561,490 △257,307 733,991 

資本金（千円） 1,359,240 1,374,280 1,476,176 1,476,176 1,476,176 

発行済株式総数（千株） 10,054 10,094 20,731 20,731 20,731 

純資産額（千円） 8,432,265 9,325,903 9,712,082 9,161,117 9,949,488 

総資産額（千円） 38,402,262 39,615,037 41,544,652 37,693,805 35,838,419 

 



 （注１） 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 （注２） 第83期、第84期の連結経営指標等、および第83期の提出会社の経営指標等の潜在株式調整後１株当たり当期

純利益および株価収益率につきましては、当期純損失が計上されておりますので記載しておりません。 

 （注３） 第81期の株価収益率は貸借対照日直前の株式分割による権利落ち前の株価に基づいて算定しております。 

 （注４） 第84期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日)を適用しております。 

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

１株当たり純資産額（円） 838.65 923.85 468.48 441.90 479.93 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額）

（円） 

5.00 

(－) 

10.00 

(－) 

5.00 

(－) 

5.00 

(－) 

5.00 

(－) 

１株当たり当期純利益又は当期純

損失（△）（円） 
60.06 59.68 27.20 △12.41 35.41 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益（円） 
58.70 58.21 26.77 － 29.80 

自己資本比率（％） 22.0 23.5 23.3 24.3 27.8 

自己資本利益率（％） 7.3 6.8 5.8 △2.7 7.7 

株価収益率（倍） 18.3 18.3 11.5 － 7.7 

配当性向（％） 8.7 16.8 18.4 － 14.1 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

356 

(67) 

366 

(69) 

417 

(83) 

406 

(88) 

391 

(78) 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和21年９月 株式会社大阪電気音響社として、大阪市都島区に設立 

昭和22年３月 商号を大阪音響株式会社に変更 

昭和27年６月 本社、本社工場を大阪市旭区に移転 

昭和32年６月 株式会社東芝と資本提携 

昭和36年１月 大阪府寝屋川市に香里工場を新設 

昭和44年４月 大阪府寝屋川市に日新工場を新設 

昭和46年９月 商号をオンキヨー株式会社に変更 

昭和47年７月 ドイツに販売会社、ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBH（現：連結子会社）を設立 

11月 本社を大阪府寝屋川市に移転、音響技術研究所（現：開発センター）を設置 

昭和50年10月 アメリカに販売会社、ONKYO U.S.A. CORP.を設立 

昭和54年４月 アメリカに生産会社、ONKYO AMERICA, INC.を設立 

昭和55年４月 三重県津市に生産会社、オンキヨーエレクトロニクス株式会社（現：連結子会社）を設立 

昭和61年５月 鳥取県倉吉市に生産会社、鳥取オンキヨー株式会社（現：連結子会社）を設立 

平成元年５月 マレーシアに生産会社、ONKYO (MALAYSIA) SDN. BHD.（現：連結子会社）を設立 

平成３年４月 マレーシアに生産会社、ONKYO ELECTRIC (MALAYSIA) SDN. BHD.（現：連結子会社）を設立 

平成５年６月 株式会社東芝との資本提携を解消 

７月 ハイコンポシステム（商品名 INTEC275）の販売を開始 

９月 オンキヨーリブ株式会社（現：オンキヨーマーケティング株式会社、連結子会社）を設立 

平成６年５月 LUCASFILM LTD.（現：THX LTD.）との技術提携により世界初の民生用ＴＨＸシステム搭載レシー

バー（商品名 TX-SV919THX）の販売を開始 

平成８年３月 ビジネスネットワークテレコム株式会社（現：連結子会社）を設立 

平成９年６月 中国（香港）の販売会社、ONKYO CHINA LTD.（現：持分法適用関連会社）の３分の１の株式を取

得 

平成10年１月 ＯＭＦコーンスピーカーの製造販売を開始 

２月 日新・香里両工場跡地の有効利用を目的として、不動産賃貸事業を開始 

３月 ＰＣ用オーディオボードの販売を開始 

８月 品質保証の国際規格ＩＳＯ９００１の認証を取得 

平成12年２月 東京都中央区に自社ビル（オンキヨー八重洲ビル）を取得 

８月 アメリカの生産会社、ONKYO AMERICA, INC.の株式を譲渡 

10月 マレーシアの生産会社ONKYO SHAH ALAM (MALAYSIA) SDN. BHD.（現：ONKYO ASIA ELECTRONICS  

SDN. BHD.、連結子会社）の株式を取得 

12月 環境マネージメントの国際規格ＩＳＯ１４００１の認証を取得 

11月 中国（上海）に生産会社、上海恩橋電子有限公司（現：上海安橋電子有限公司、連結子会社）を

設立 

平成14年３月 ビジネスネットワークテレコム株式会社の株式を譲渡 

  アメリカに販売会社、ONKYO INDUSTRIAL COMPONENTS, INC.を設立 

平成15年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成16年１月 プラス産業株式会社（現：連結子会社）および中山福朗声紙盆有限公司（現：連結子会社）の株

式を取得 

２月 

  12月 

 平成17年８月 

９月 

 平成18年１月 

  

中国（上海）に販売会社、上海安橋国際貿易有限公司（現：連結子会社）を設立 

日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

高品質音楽配信サービス（現サービス名 e-onkyo music）を開始 

株式会社ＣＯ３（現：持分法適用関連会社）を株式会社Ｊストリームと合弁で設立 

ONKYO U.S.A. CORP.（消滅会社）とONKYO INDUSTRIAL COMPONENTS, INC.（存続会社）が合併

し、商号をONKYO U.S.A. CORP.に変更（現：連結子会社） 

５月 オーディオ専業メーカー初のインテル® Viiv™テクノロジー搭載ＰＣとなる、ＨＤメディア・コ

ンピューター「HDC-7」を発売 

６月 広州安橋貿易有限公司（現：持分法適用関連会社）をONKYO CHINA LTD.が設立 

  ビジネスネットワークテレコム株式会社の株式をオンキヨーリブ株式会社が取得 

７月 ＤＯ株式会社（現：持分法適用関連会社）をダイコク電機株式会社と合弁で設立 

８月 オンキヨーリブ株式会社が商号をオンキヨーマーケティング株式会社に変更 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社13社および関連会社４社により構成されており、ＡＶＣ事業およびＯＥＭ事業を主

たる事業としております。 

 当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

 なお、次の４部門は「第５ 経理の状況 １．(1）連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に掲げる「事業

の種類別セグメント情報」の区分と同一であります。 

（注１）上記の他に、清算中の子会社ONKYO (MALAYSIA) SDN. BHD.があります。また、当連結会計年度より

ONKYO ELECTRIC (MALAYSIA) SDN. BHD.および上海安橋国際貿易有限公司が解散手続中であります。 

（注２）コンシューマーエレクトロニクス事業は、平成18年４月１日付でＡＶＣ事業に名称変更しております。 

（注３）オンキヨーリブ㈱は、平成18年８月１日付で商号をオンキヨーマーケティング㈱に変更しております。 

（注４）ビジネスネットワークテレコム㈱は、平成19年５月１日に商号をオンキヨーエンターテイメントテクノロジ  

ー㈱に変更いたしております。 

事業区分 主要製品 事業主体 

ＡＶＣ事業(注２) デジタルホームオーディオ・ビデオ関連製品 

ＰＣおよびＰＣペリフェラル製品 

オーディオコンポーネント・デバイス製品 

オンキヨー㈱ 

鳥取オンキヨー㈱ 

ONKYO ASIA ELECTRONICS SDN. BHD. 

ONKYO U.S.A. CORP. 

ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBH 

上海安橋国際貿易有限公司 

上海安橋電子有限公司 

ONKYO CHINA LTD. 

広州安橋貿易有限公司 

ＯＥＭ事業 車載用スピーカー 

家電用スピーカー 

スピーカー部品 

 アンプ等オーディオ製品 

オンキヨー㈱ 

オンキヨーエレクトロニクス㈱ 

プラス産業㈱ 

ONKYO ELECTRIC (MALAYSIA) SDN. BHD. 

ONKYO ASIA ELECTRONICS SDN. BHD. 

上海安橋電子有限公司 

中山福朗声紙盆有限公司 

ONKYO U.S.A. CORP. 

不動産賃貸事業 不動産賃貸サービス オンキヨー㈱ 

その他事業 家庭用電気製品等  オンキヨーマーケティング㈱(注３) 

㈱ＣＯ３ 

ＤＯ㈱ 

ビジネスネットワークテレコム㈱(注４) 



 事業の系統図は次のとおりであります。 

上記の他に、清算中の子会社ONKYO (MALAYSIA) SDN. BHD.があります。また、当連結会計年度より

ONKYO ELECTRIC (MALAYSIA) SDN. BHD.および上海安橋国際貿易有限公司が解散手続中であります。 



４【関係会社の状況】 

 （注１） 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

 （注２） ONKYO U.S.A. CORP.については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。 

名称 住所 
資本金また
は出資金 

主要な事業の
内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）          

鳥取オンキヨー㈱ 

（注５） 
鳥取県倉吉市 

200,000 

千円 
ＡＶＣ事業 100 

当社デジタルホームオーディオ・ビデオ

関連製品等の製造 

役員の兼任あり 

オンキヨーエレクトロニク

ス㈱（注５） 
三重県津市 

458,300 

千円 
ＯＥＭ事業 100 

スピーカー等の製造 

役員の兼任あり 

プラス産業㈱ 静岡市駿河区 
100,000 

千円 
ＯＥＭ事業 100 

スピーカー部品の製造 

役員の兼任あり 

オンキヨーマーケティング

㈱（注５） 
大阪府寝屋川市 

179,878 

千円 
その他事業 80 

当社デジタルホームオーディオ・ビデオ

関連製品等の販売代行業務他 

役員の兼任あり 

ビジネスネットワークテレ

コム㈱ 
東京都中央区 

98,000 

千円 
その他事業 

80 

(80)

システム構築・管理 

役員の兼任あり 

ONKYO ASIA 

ELECTRONICS SDN. BHD. 

（注５、６） 

マレーシア 

セランゴール州 

13,550 

千RM 

ＡＶＣ事業 

ＯＥＭ事業 
100 

当社デジタルホームオーディオ・ビデオ

関連製品等の製造 

スピーカー等の製造 

ONKYO (MALAYSIA) 

SDN.BHD.（注５） 

マレーシア 

セランゴール州 

27,317 

千RM 
－ 100 役員の兼任あり 

ONKYO ELECTRIC 

(MALAYSIA) SDN. BHD. 

（注５、６） 

マレーシア 

ケダ州 

9,300 

千RM 
ＯＥＭ事業 100 スピーカー等の製造 

上海安橋電子有限公司 

（注５） 

中国 

上海 

23,639 

千元 

ＡＶＣ事業 

ＯＥＭ事業 
100 

当社デジタルホームオーディオ・ビデオ

関連製品等の販売 

スピーカー等の製造 

役員の兼任あり 

中山福朗声紙盆有限公司 

（注５） 

中国 

広東省 

4,000 

千US$ 
ＯＥＭ事業 

58.75 

(58.75)
スピーカー部品の製造 

ONKYO U.S.A. CORP. 

（注２、５） 

アメリカ  

ニュージャージー州 

1,220 

千US$ 

ＡＶＣ事業 

 ＯＥＭ事業 
100 

当社デジタルホームオーディオ・ビデオ

関連製品等の販売 

当社スピーカー等の販売 

ONKYO EUROPE 

ELECTRONICS GMBH 

（注３、５） 

ドイツ 

バイエルン州 

429 

千EUR 
ＡＶＣ事業 100 

当社デジタルホームオーディオ・ビデオ

関連製品等の販売 

上海安橋国際貿易有限公司 

（注５、７） 

中国 

上海 
2,000 

千US$ 

ＡＶＣ事業 100 

当社デジタルホームオーディオ・ビデオ

関連製品等の販売 

役員の兼任あり 

（持分法適用関連会社）          

ONKYO CHINA LTD. 
中国 

香港 

23,400 

千HK$ 
ＡＶＣ事業 33.33 

当社デジタルホームオーディオ・ビデオ

関連製品等の販売 

 ㈱ＣＯ３ 東京都渋谷区 
90,000 

千円 
その他事業 44.44 

インターネット上の課金処理サービスの

提供 

 広州安橋貿易有限公司 
中国 

広州 

1,000 

千元 
ＡＶＣ事業 

33.33 

(33.33)

当社デジタルホームオーディオ・ビデオ

関連製品等の販売 

 ＤＯ㈱ 愛知県春日井市 
50,000 

千円 
その他事業 40 アミューズメント機器の開発 

主要な損益情報等 (1)売上高 15,531百万円

  (2)経常利益 324百万円

  (3)当期純利益 246百万円

  (4)純資産額 1,468百万円

  (5)総資産額 3,545百万円



 （注３） ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBHについては売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。 

 （注４） 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

（注５） 特定子会社に該当しております。 

 （注６） ONKYO ELECTRIC (MALAYSIA) SDN. BHD. は、平成18年７月１日にその営業の全てをONKYO ASIA SDN. BHD. 

に譲渡し、解散手続中であります。 

 （注７） 上海安橋国際貿易有限公司 は、その営業の全てを上海安橋電子有限公司に譲渡し、解散手続中でありま

す。 

５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注１） 従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

 （注２） 臨時雇用者には、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

 （注３） 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない当社の管理部門等に所属

している者であります。 

 （注４） 従業員数が前連結会計年度に比べて676名増加しましたのは、上海安橋電子有限公司における受注増による

人員増加であります。 

 （注５） コンシューマーエレクトロニクス事業は、平成18年４月１日付でＡＶＣ事業に名称変更しております。 

(2)提出会社の状況 

 （注１） 従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）

であり、臨時雇用者数は、（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

 （注２） 臨時雇用者には、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

 （注３） 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。 

(3)労働組合の状況 

 当社グループの従業員で構成されている労働組合は、全日本電機電子情報関連産業労働組合連合会に加盟し、組

合員数は平成19年３月31日現在、587名であります。 

 なお、労使関係は円満であり特記すべき事項はありません。 

主要な損益情報等 (1)売上高 5,135百万円

  (2)経常利益 △184百万円

  (3)当期純利益 △184百万円

  (4)純資産額 1,114百万円

  (5)総資産額 3,439百万円

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ＡＶＣ事業 1,220 (128) 

ＯＥＭ事業 2,459 (23) 

不動産賃貸事業 － － 

その他事業 45 (11) 

全社（共通） 61 － 

合計 3,785 (162) 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

391 （78） 40.7 11.2 5,785,335 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における当社グループの売上高は、ＯＥＭ事業の増収により前期比14億34百万円増収の464億85

百万円となりました。ＡＶＣ事業では、大きな構造変革期を迎え市場全体の縮小傾向が続くなか、商品戦略の見直

しにより、いち早く顧客ニーズに合った新商品を市場投入し、前期並みの売上高を確保することができました。ま

たＯＥＭ事業では、ゲーム機器、フラットテレビなどの成長市場へ積極的にアプローチした結果、これら業界の好

調を背景に受注が増加し、また主要市場である車載用も堅調に推移し、増収となりました。 

損益につきましては、競争力の高い新製品の積極的な市場投入や高付加価値商品へのシフトを推進した結果、売

上総利益率が改善したことに加え、構造改革による固定費削減の効果などにより、経常利益は前期比12億17百万円

増益の５億90百万円となりました。しかし、特別損失として、ギャガ・コミュニケーションズ株等の投資有価証券

評価損６億68百万円、構造改革関連費用１億83百万円および米国での訴訟関連費用１億40百万円など10億54百万円

を計上した結果、税金等調整前当期純損失は４億56百万円、当期純損失は５億57百万円となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① ＡＶＣ事業 

ＡＶＣ事業の売上高は、ほぼ前期並みの335億36百万円となりました。また損益は、売上総利益率の改善と販

売費及び一般管理費の削減により前期比11億54百万円増益の９億62百万円の営業利益となりました。 

日本市場は、引き続きミニコンポ市場全体の縮小と低価格化の傾向が継続しており、ＭＤ搭載ミニコンポなど

普及価格帯に近い商品群で単価の下落と数量の伸び悩みにより苦戦を強いられました。しかし、団塊の世代に向

けてハイファイ品質を訴求した、コンパクトハイファイオーディオ「CR-D1」、コンパクトスピーカー「D-

112E」や、デジタルオーディオプレーヤー連動およびＰＣ親和性を高めたデジタルホーム時代の先駆けとなる、

スタイリッシュ１BOXオーディオ「X-T1DSC」、Dock搭載ＣＤチューナーアンプシステム「CBX-Z1」、ハードディ

スク搭載コンポ「BR-NX8」に加えＨＤオーディオコンピューター「HDC-1.0」などを市場投入した結果、売上高

はほぼ前期並みの116億39百万円となりました。 

また、フルサイズＡＶレシーバーを中心とする米国市場での売上高は、7.1ch ＡＶレシーバー「TX-SR504」、

「TX-SR604」などに代表される新製品にＨＤＭＩ接続機能を搭載するなどの差別化により、高付加価値商品の販

売が好調に推移する一方、HTiB(ホームシアターパッケージ)に代表されるシステム商品の販売が減少したことに

より、売上高は前期とほぼ同額の142億16百万円となりました。欧州市場においては、代理店での在庫調整を進

める一方、直販に移行したイギリス、ドイツ、オーストリアの販売が続伸し、売上高は前期比２億44百万円増収

の55億１百万円となりました。一方、アジアおよびその他の市場におきましては、前期比１億17百万円減収の21

億79百万円と苦戦いたしました。 

  

② ＯＥＭ事業 

ＯＥＭ事業の売上高は、ゲーム機器、フラットテレビなどの成長市場へ積極的にアプローチした結果、これら

業界の好調を背景に受注が増加しました。また主要市場の車載用スピーカーも堅調に推移し、さらに石油探査セ

ンサーの受注が大幅に拡大したことにより、前期比17億88百万円増収の109億８百万円となりました。また、営

業利益は、前期比４億１百万円増益の１億98百万円となりました。 

  

③ 不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業の売上高は、スポーツクラブに賃貸していた物件を平成18年３月に売却したことにより、前期

比１億22百万円減収の５億25百万円となりました。営業利益は、前期比42百万円減益の３億74百万円となりまし

た。 

  

④ その他事業 

その他事業の売上高は、前期比２億17百万円減収の15億14百万円となりました。その結果、前期比１億40百万

円減益の営業損失１億42百万円となりました。 



 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 日本 

日本のＡＶＣ事業は、商品戦略の見直しにより、団塊の世代に向けハイファイ品質を訴求した高付加価値商品

や、デジタルオーディオプレーヤー連動およびＰＣ親和性を高めた新コンセプト商品を展開しましたが、ＭＤ搭

載機を中心にミニコンポ市場全体の縮小と低価格化の傾向が継続しており、売上高は前期並みとなりました。し

かし、業界初インテル® Viiv™テクノロジー搭載ＰＣ「HDC-7」に続き、今春、Windows Vista™搭載 ＨＤオー

ディオコンピューター「HDC-1.0」を発売し、オーディオの新たな方向性を示すと共にＰＣ市場へも事業領域を

拡大することができました。一方、ＯＥＭ事業は、車載用スピーカーが堅調に推移するとともに、ゲーム機器向

けマイクロスピーカーおよび石油探査センサーの受注増により、増収となりました。    

しかし、不動産賃貸事業の縮小およびその他事業の売上高が減少した結果、日本における売上高は前期比３億

11百万円減収の226億51百万円となりました。しかし、損益につきましては売上総利益率の改善と販売費及び一

般管理費の削減が大きく寄与し、営業利益は前期比15億66百万円増益の11億62百万円となりました。 

  

② 北米 

北米のＡＶＣ事業は、ビジュアル機器との接続利便性を高めるＨＤＭＩ接続機能を搭載したＡＶレシーバーの

販売が好調に推移し、HTiB（ホームシアターパッケージ）などのシステム製品の減少を補完した結果、売上高は

ほぼ前期並みとなりました。 

一方、ＯＥＭ事業は、車載用スピーカーが順調に売上を伸ばし前期比増収となりました。 

以上の結果、北米における売上高は前期比２億83百万円増収の155億31百万円となりました。また、営業利益

は、前期比３億39百万円増益の３億４百万円となりました。 

  

③ 欧州 

欧州は、イギリス、ドイツ、オーストリアなどの直販地域においては堅調に推移し、前期比で増収となる一

方、その他の代理店販売地域では販売体制の見直しや流通在庫の適正化を図った結果、減収となりました。その

ため欧州全体では現地通貨ベースで、若干の減収となりました。しかし、為替の影響により連結ベースの売上高

におきましては、前期比１億25百万円増収の51億35百万円となりました。 

一方、損益につきましては、直販体制の整備に伴う物流拠点の整備費用や代理店地域の販売構造改革費用の増

加などにより前期比１億１百万円減益の営業損失１億90百万円となりました。 

  

④ アジア 

アジア地域の売上高は、フラットテレビ向けスピーカーの受注増加にともない、前期比13億38百万円増収の31

億67百万円となりました。 

一方損益は、原材料価格の高止まりやアジア通貨の対USドル為替変動による為替差損などにより、前期比４億

32百万円の減益の１億17百万円の営業利益にとどまりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前期比23億33百万円減少し62億77百万円となりまし

た。これは、借入金の圧縮に加え、ＯＥＭ事業の売上増加に伴う売上債権の増加と海外販売子会社の棚卸資産の増

加によるものであります。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と、それらの変動要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、４億37百万円の増加となりました。これは、

経常利益が黒字化したことによるキャッシュ・フローの改善によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、主に生産子会社における新製品開発のための

金型投資など有形固定資産の取得により、10億99百万円の減少となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、資金の調達31億30百万円に対し借入金返済お

よび配当金支払の合計が48億67百万円となり、15億77百万円の減少となりました。これは中長期的に有利子負債

の圧縮を目的とした借入金の削減による財務体質の改善を進めていることによるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注１） 金額は販売価格によっております。 

 （注２） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 （注３） コンシューマーエレクトロニクス事業は、平成18年４月１日付でＡＶＣ事業に名称変更しております。 

(2) 受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3) 販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注１） セグメント間の取引については相殺消去しております。 

 （注２） 近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。 

 （注３） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  （注４） コンシューマーエレクトロニクス事業は、平成18年４月１日付でＡＶＣ事業に名称変更しております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度（千円） 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

ＡＶＣ事業 25,173,795 103.1 

ＯＥＭ事業 9,927,116 115.3 

合計 35,100,911 104.8 

事業の種類別 
セグメントの名称 

当連結会計年度（千円） 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

ＡＶＣ事業 33,536,759 100.0 

ＯＥＭ事業 10,908,426 119.6 

不動産賃貸事業 525,579 81.1 

その他事業 1,514,891 87.4 

合計 46,485,656 103.2 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

CIRCUIT CITY 

STORES, INC. 
6,739,371 15.0 5,829,012 12.5 



３【対処すべき課題】 

大きな構造変革期にあるオーディオ市場の環境変化に適正に対応するため、次の３項目を対処すべき課題として取

り組んでまいります。 

① マーケティング機能の強化・ブランド力の向上 

マーケティング機能を強化し、顧客のニーズ（デザイン、ライフスタイル、機能）を的確に把握した商品ライン

ナップの展開に注力いたします。さらに付加価値の源泉であるブランド力の向上について具体的施策の検討が課題

となります。特に新規参入するＰＣ市場においては、的確な市場調査とプロモーション活動を展開し、早急に高品

位なブランドイメージを確立する必要があると認識しています。  

② 市場変化に即応した行動速度の向上 

顧客ニーズの変化、技術の革新、新たなライフスタイルなどを的確に捉え、当社のコア技術と結びつけ、商品へ

の展開や新たな事業シーズを開拓するなど、迅速に意思決定できる組織と仕組みを確立し、維持してまいります。

また、変革に対して臆することなくチャレンジする社内風土の醸成や上級管理職のリーダーシップ育成も課題の一

つであると認識しています。 

③ 業務プロセスの 適化 

先進的な開発、顧客ニーズを捉えた商品企画、合理的な技術設計、効率的な生産体制、効果的な販売促進・営業

活動、万全な品質・サービス体制、予算などの統制機能の厳格運用など、あらゆる業務プロセスにおける 適化を

目指します。 

  



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。また、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現

在において当社グループが判断したものであります。 

① 市場環境の変化と競争について 

当社グループの主要事業でありますＡＶＣ事業とＯＥＭ事業の提供する製品は、いずれも 終的に個人消費者が

顧客となります。そのため当社グループの販売に関しましては、市場の経済状況、景気動向、個人消費動向等に大

きく影響される傾向があります。また、顧客の嗜好・流行の変化や競合他社との品質・性能・価格などで激しい競

争が展開されております。その結果当社グループの業績または財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 

  

② 技術開発および製品開発について 

当社グループは、長年に亘って培われた「音や映像」に関する固有のコア技術を保有しております。また、今後

も積極的に技術開発を行い、従来からのコア技術と新規に開発した技術を融合させ、市場に適合した新製品の開発

を推進してまいります。 

なお、この技術開発が継続して成果を獲得できない場合や開発した新製品が市場のニーズと乖離し顧客に受け入

れられなかった場合には、将来の成長性と収益性を低下させ、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

  

③ 人材の確保・育成と技能の伝承について 

長年に亘る経験が必要とされるアナログ技術や技能の継承、また、 新のＩＴ技術の獲得、開発など次世代を担

う人材の確保と育成の重要性について強く認識し、人事諸制度の整備、新規採用・キャリア採用の充実など具体的

施策を展開しております。 

なお、人材の確保と育成が要員構成計画と大きく乖離した場合は、事業活動や将来の成長が達成されず、当社グ

ループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

④ 知的財産について 

当社グループ独自のコア技術については特許等の知的財産権を保有しておりますが、一方、製品の重要ないくつ

かの部分に第三者から知的財産権のライセンスを受けています。これらのライセンスロイヤリティの増加はコスト

増となり価格競争力に影響が出るほか、ライセンスが受けられない事態に陥った場合には、当該製品の生産が出来

なくなる可能性があります。 

  

⑤ 製品の潜在的な欠陥について 

当社グループの製品につきましては、品質保証本部において厳格に管理されておりますが、潜在的な欠陥がない

という保証は出来ません。そのため製造物責任賠償につきましては、保険によりリスクのヘッジを実施しておりま

すが、当社製品の欠陥による事故の内容によりましては保険の範囲を超える可能性があります。また、事故の規模

によっては、社会的評価の低下やそれらによる売上高の減少が予想され、当社グループの業績と財務状況に悪影響

が及ぶ可能性があります。 

  

⑥ 公法規制について 

当社グループの事業は、グローバルに展開しており、それぞれの国における法律や環境保護を含むさまざまな規

制の適用を受けております。当社グループでは、コンプライアンスの遵守に尽力していますが、予期せずこれらの

法令や規制を遵守できない事態に陥った場合には、企業活動の制限や社会的信用の低下により売上高の減少が予想

され、当社グループの業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 

  

⑦ 為替変動リスクについて 

当社グループは、マレーシア・中国で製造、アメリカ・ヨーロッパ・中国にて販売を行なっております。そのた

め外貨建取引が発生し、外貨建の債権・債務を保有していることから、為替相場の変動が業績に影響を与える可能

性があります。 

  

⑧ 金利変動リスクについて 

当連結会計年度末の連結有利子負債残高（建設協力金を除く）は145億21百万円となっており、当社グループの

業績は、金利の変動に影響を受ける可能性があります。しかし、日本市場における金利が低水準にあるため借入を

日本に集中しており、当連結会計年度の連結ベースでの支払利息は２億40百万円にとどまっております。 

  



⑨ 自然災害や政情混乱による影響について 

地震、水害などの自然災害の他、疫病、火災または、政情混乱、テロ行為など、多岐に亘る災害によって当社グ

ループ施設や従業員、各種取引先、および市場そのものに被害が及ぶ可能性があります。予測される災害について

は、保険によるリスクヘッジ等を実施しておりますが、災害の種類と規模によっては保険付保の範囲を超える可能

性があります。その場合、当社グループの業績と財務状況に悪影響が及ぶものと思われます。 

  

⑩ 投資有価証券の評価について 

当社グループは、株式等、時価のある「その他有価証券」を保有しています。これら有価証券は、決算日の市場

価格等に基づく時価法によって評価を行うため、決算日の株価によって貸借対照表計上額および連結貸借対照表計

上額が変動する可能性があります。また、時価が取得価格に比べ著しく下落した場合には減損が発生します。これ

らは、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑪ 土地の含み損について 

土地の再評価に関する法律に基づき再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額

との差異は29億54百万円であり、保有する土地に含み損が発生しております。土地の売却等の場合には、この含み

損が実現し、当社グループの業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 

  

⑫ 固定資産の減損会計 

当社グループが保有する有形固定資産について減損会計の対象となる可能性があります。その場合には、当社グ

ループの業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 

  

⑬ 訴訟について当社グループの業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 

(Ⅰ) 当社および連結子会社３社は、平成15年９月30日付で、Global Technovations, Inc.（以下「GTI」）および

Onkyo America, Inc. （以下「OAI」）から、以下に掲げる内容で米国ミシガン州東部地区連邦破産裁判所に提

訴されました。なお、連結子会社３社とは、ONKYO（MALAYSIA) SDN. BHD.（以下「ML」）、

ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBH (以下「EU」)、ONKYO U.S.A. CORP. であります。 

（内容） 

当社、MLおよびEUは、GTIに対し平成12年８月に当社の米国子会社であったOAIの発行済株式を全株売却しまし

た。その後、平成13年12月に、GTIおよびOAIは、米国で破産法の適用を申請しております。GTIは、平成15年９

月にこの株式譲渡の無効を主張し、譲渡対価の一部である13,000千USドル（当社3,900千USドル、MLおよびEUは

各4,550千USドル）と、OAIが破産法申請前90日間に支払った商品代金の652千USドルの返還請求を提訴しまし

た。なお、当社および当社子会社は、この株式譲渡無効の訴えが不当なものであるとして、抗弁する所存であり

ます。 

  

(Ⅱ) 当社および連結子会社２社（以下「当社グループ」）は、平成16年10月１日付で、上記(Ⅰ)の訴訟に関連した

事案で、米国G. Jeff Mennen and Wilmington Trust Company（以下「メンネントラスト」）から、以下に掲げ

る内容で米国フロリダ州南部地区連邦裁判所(以下「裁判所」)に提訴されましたが、平成18年３月２日付にて裁

判所より、メンネントラストの訴えを棄却し当社グループ勝訴という判決が下されました。 

しかし、メンネントラストより平成18年３月29日に第11巡回区米国連邦控訴裁判所へ控訴の申立があり、控訴

の提起を受けました。 

なお、連結子会社２社とは、ML、EUであります。 

（内容） 

メンネントラストは、GTIに対してOAI株式取得資金および株式取得後の運転資金の融資を行っていましたが

GTIおよびOAIが破産法の適用を申請するに至って、その債権の回収が不能になったとしております。メンネント

ラストの主張は、当社グループがOAI株式をGTIに譲渡する時に、GTIおよびメンネントラストに対し、意図的に

虚偽の情報を提示したため、誤った情報に基づく融資を行ったとして、23,070千USドルの損害賠償請求を提訴す

るというものであります。 

なお、当社グループは、先に当社グループの勝訴となった第一審と同様、本訴訟は当社グループの適切な情報

開示と誠実な株式売買交渉に基づいて行われた取引に対して、不当な申立がなされていると考え、当該控訴に対

して徹底して争う所存であります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

技術導入契約および建物賃貸借契約（当社） 

相手先 国名 契約の内容 契約名称 契約期間 

DOLBY LABORATORIES 

LICENSING CORP. 
アメリカ 

テープレコーダー等の雑音低減装置

に関する特許実施権の許諾 

特許実施権

許諾 

昭和52年11月10日から 

当該特許権の満了日まで 

DOLBY LABORATORIES 

LICENSING CORP. 
アメリカ 

デジタルオーディオシステム(ＡＣ－

３)許諾契約 

特許実施権

許諾 

平成７年10月27日から 

当該特許権の満了日まで 

DOLBY LABORATORIES 

LICENSING CORP. 
アメリカ 

Dolby PC Entertainment Experience

に関する特許実施権の許諾 

特許実施権

許諾 

平成18年１月19日から 

１年間、その後１年ずつ

の自動更新 

DISCOVISION 

ASSOCIATES 
アメリカ 

光学式記録媒体再生および記録装置

に関する特許実施権の許諾 

特許実施権

許諾 

平成５年６月21日から 

当該特許権の満了日まで 

ソニー㈱ 日本 
ミニディスク再生および記録装置に

関する特許実施権の許諾 

特許実施権

許諾 

平成４年５月15日から 

10年間、その後毎年延長 

MPEG LA, L.L.C. アメリカ 
ＭＰＥＧ－２ビデオ規格製品に関す

る特許実施権の許諾 

特許実施権

許諾 

平成12年３月７日から 

平成22年12月31日まで 

THX LTD. アメリカ 
Home ＴＨＸ製品に関する特許実施権

の許諾 

特許実施権

許諾 

平成５年６月22日から 

当該特許権の満了日まで 

DIGITAL THEATER  

SYSTEMS INC． 
アメリカ 

ＤＴＳサラウンド製品に関する特許

実施権の許諾 

特許実施権

許諾 

平成10年５月29日から 

当該特許権の満了日まで 

㈱東芝 日本 ＤＶＤに関する特許実施許諾契約 
特許実施権

許諾 

平成17年４月21日から 

平成19年12月31日まで 

㈱平和堂 日本 ショッピングセンターの賃貸 建物賃貸借 
平成10年２月25日から 

20年間 



６【研究開発活動】 

 当社グループにおける研究開発活動は、各事業部門と開発センターが一体となって「魅力ある商品に結びつく要素

技術の開発」を目指して進めております。当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費の総額は22億53百万円

であります。 

(1) デジタルホーム関連技術 

 当社グループでは、急加速するデジタルホーム市場においてリーディングカンパニーとなるために様々な技術開

発に取り組んでまいりました。まず、新規のネットワーク対応機器については、フラグシップモデルとなるインテ

ル® Viiv™テクノロジー搭載「ＨＤ（High Definition）メディア・コンピューター」を日本および米国にて発

売。更に、今春にはＰＣ事業参入の戦略商品となるWindows Vista™搭載 ＨＤオーディオコンピューター「HDC-

1.0」を日本市場で発売しました。HDC-1.0はＣＤを凌ぐ24bit/96kHzといったＨＤ（高品位）サウンドに対応、デ

ジタル／アナログ信号変換時に大幅な音質の改善を可能にする当社独自のＶＬＳＣ（Vector Linear Shaping  

Circuitry）技術を搭載し、音質に有害な振動を排除するオーディオ仕様のシャーシを採用。さらに、オリジナル

開発のＶＬ（Vector Line）デジタルアンプとのパッケージシステム等により、オーディオ機器と同等以上の音質

を実現しています。先進の放熱設計や制振設計とあいまって、騒音レベル22dBというＰＣとしては驚異的な超静音

を実現し、幅広く注目を集めております。 

 また、インターネット配信分野については、ＣＤを凌ぎ原音に限りなく近いＨＤサウンドを配信するＨＤ高品質

音楽配信サイト「e-onkyo music」が、圧縮前の元のデータを理論上欠損なく復元できるWMA Losslessフォーマッ

トによる配信を展開し、著名レコーディングエンジニアの手によるリマスタリング音源の制作等、配信の高品質化

を積極的に進めました。この結果、ユーザーや業界での支持が高まり、ユニバーサル ミュージック株式会社から

供給されるジャズ、クラシックの楽曲の配信を含め、約３万５千曲のタイトルを揃える配信サービスに成長しまし

た。また、Microsoft® Windows Vista™ メディア オンライン・パートナーサイトとして認証され、Microsoft®  

Windows® Media Player 11のパートナーサイトとしても認証を受けることが出来ました。 

 当社グループは、デジタルホーム市場における当社グループの戦略のもと、高品質なコンテンツ配信からＰＣ、

アンプ・スピーカーといった再生機器まで快適なデジタルホームをトータルで提供できる基幹技術の開発に、積極

的に取り組んでまいります。 

(2) ホームオーディオ関連製品 

 デジタル放送対応のフルハイビジョン薄型大画面テレビやハイビジョンレコーダーの急速な普及により、ホーム

シアターが一段と身近になる中で、音声再生機器には以前にも増して高い品質が求められるようになってまいりま

した。また音楽再生は、デジタルオーディオプレーヤーの急激な普及によりミニコンポシステム市場が縮小する一

方で、より高品質なハイファイオーディオ機器への要求が高まっております。 

 当社グループでは、ホームシアター／ホームオーディオ双方で根幹となるアンプ分野においてオリジナル開発の

デジタルアンプ「ＶＬデジタル」を開発し商品化してまいりました。そして、当連結会計年度は更に完成度を高

め、デジタルプリメインアンプ「A-973」、コンパクトハイファイオーディオ「CR-D1」、ＨＤオーディオコンピュ

ーター「HDC-1.0」のセットモデル「APX-1」の単品デジタルアンプ／「SPX-1」のアンプ内臓スピーカー、サブウ

ーファーシステム「SL-D1000、SL-D500」等に搭載いたしました。ＶＬデジタルは、スピーカードライブ能力を高

めた新ドライバ回路や、音質に影響を及ぼす漏洩キャリアを大幅に低減する回路を搭載しており、デジタルホーム

時代に相応しいパワフルでスピード感のある音質を実現しております。また、デジタル／アナログ信号変換時に大

幅な音質の改善を可能にするＶＬＳＣ技術を発展させて、ＨＤメディア・コンピューター「HDC-7」、ＨＤオーデ

ィオコンピューター「HDC-1.0」、ハードディスク搭載コンポ「BR-NX8」、7.1chサラウンド対応ＡＶセンター

「TX-SA604、TX-SA504」、カスタムインストール市場向けＡＶセンター「DTX-7.7」、コンパクトハイファイオー

ディオ「CR-D1」、ＣＤプレーヤー「C-733」、ＤＶＤプレーヤー「DV-SP504」、デジタルサラウンドシステム

「HTX-11」、2.1chスピーカー「GXW-2.1」、ＰＣＩデジタルオーディオボード「SE-200PCI」、ＵＳＢデジタルオ

ーディオプロセッサー「SE-U33GXP」などに展開しております。 

 さらに、ＡＶセンターにおいては普及機種にもＨＤＭＩ接続機能を搭載するなど、ビジュアル機器との連動によ

る商品力の強化も推し進めました。また、ミニコンポのカテゴリーにおいては、ハードディスクを搭載しハイクオ

リティな再生を可能にする新ハードディスク搭載コンポ「BR-NX10」も発表いたしております。 

(3) スピーカー関連製品 

① Ａ-ＯＭＦ（Advanced Onkyo Micro Fiber）モノコック・コーンの開発 

 天然繊維の風合いを音に反映する「ＯＭＦ」をベースに、振動減衰の早い素材「ＰＥＮ」・「天然繊維（帆

布）」・「アラミド繊維」をハイブリッドし、センターキャップまで一体化することで「ピストンモーション領

域」を大幅に拡大して音質を飛躍的に向上することに成功いたしました。当連結会計年度は更に振動板の形状を

見直してコンポーネントスピーカー「D-908E、D-D1E、D-NX10」、ホームシアタースピーカー「D-508シリーズ、



D-308シリーズ」、ＨＤオーディオコンピューター「HDC-1.0」のセットモデル「SPX-1」のアンプ内臓スピーカ

ー、サブウーファー「SL-D1000、SL-D500、SL-A250」等に搭載して商品化され、国内だけでなくスピーカーの本

場・欧州においても著名雑誌で高い評価を得て数々の賞を受賞しております。 

 Ａ－ＯＭＦモノコック・コーンは生産過程において汚水（排水）を発生させず、自然にやさしい環境側面も持

っております。 

② リングツィーターの開発 

 ツィーター領域においても「ピストンモーション領域」を拡大するため、高精度なシミュレーション技術を駆

使して外周部と内周部を固定したリング状振動板を開発し、原信号に忠実な高域再生を実現しました。リングツ

ィーターはコンポーネントスピーカー「D-908E、D-D1E、D-NX10」、ホームシアタースピーカー「D-508シリーズ

／D-308シリーズ」、ＨＤオーディオコンピューター「HDC-1.0」のセットモデル「SPX-1」のアンプ内臓スピー

カーに搭載され商品化されております。 

(4) 他社との協業 

 (株)高峰楽器製作所との共同開発により商品化した、世界初ギターアコースティック・スピーカー「D-TK10」は

発売当初から楽器演奏者より注目を浴び、世界的ギタリストである吉田次郎氏を始め、いくつかのコンサートで音

場空間をサポートしています。演奏者からは、「豊かな響きや拡がり感」、「透明感のある音色」について高い評

価をいただいていております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社グループに関する財政状態および経営成績の分析、検討内容は原則として連結財務諸表に基づいて分析した内

容であります。また、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであ

ります。 

(1) 重要な会計方針および会計数値の見積り 

当社グループの連結財務諸表はわが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成してお

ります。その作成には経営者による会計方針の採用や、資産・負債および収益・費用の計上および開示に関する経営

者の見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案して合理的に判断しております

が、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １．(1)連結財務諸表 連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度における当社グループの売上高は、ＯＥＭ事業における受注増加により前期比14億34百万円増収の

464億85百万円となりました。損益は、高付加価値製品の積極的市場投入による売上総利益率の改善と構造改革にと

もなう固定費の圧縮などにより、前期比12億17百万円増益の５億90百万円の経常利益となりました。 

 しかし、税金等調整前当期純損失は、投資有価証券評価損や構造改革に伴う特別損失などにより４億56百万円とな

りました。当期純損失は前期比３億36百万円改善の５億57百万円となりました。 

以下、連結損益計算書に重要な影響を与えた要因について記載いたします。 

① 売上高の分析 

 当連結会計年度の連結売上高は464億85百万円であり、事業の種類別セグメントごとに分析すると以下のとおり

であります。 

 ＡＶＣ事業の売上高はほぼ前期並みの335億36百万円となりました。これは米国でフルサイズＡＶレシーバーの

好調な推移によりHTiB(ホームシアターパッケージ）の不振を補完しほぼ前年並みの売上高にる一方、欧州でのド

イツ・イギリスでの直販体制の整備による売上の増加とＰＣ関連製品の売上高の増加によって、日本国内市場のミ

ニコンポの不振をカバーしたことによるものです。 

 また、ＯＥＭ事業の売上高は、フラットテレビ用スピーカー、ゲーム機器用マイクロスピーカー及び石油探査セ

ンサーの受注が大幅に売上高に寄与し、堅調な車載用スピーカーの受注とあいまって、前期比17億88百万円増収の

109億８百万円となりました。 

② 販売費及び一般管理費、研究開発費の分析 

 当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、販売促進費などの販売費は増加したものの構造改革による人件費お

よび固定費圧縮の効果などにより、前期比２億34百万円減少し129億９百万円となりました。 

 また、一般管理費および製品売上原価に含まれる研究開発費は前期比１億32百万円減少し22億53百万円となって

おります。 

 なお、研究開発費の製品売上高比率は4.9％（前期比0.4％減少）となっております。 

③ 営業外損益の分析 

 当連結会計年度の営業外収益は前期比93百万円減少し２億57百万円となりました。これは前年度為替差益が１億

60百万円計上されておりましたが、当連結会計年度においては、人民元やマレーシアリンギが対USドルで上昇した

為に為替差損が発生しユーロ高による為替差益を打ち消す結果となった事によるものであります。また、営業外費

用は前期比12百万円増加し４億70百万円となりました。これは借入金の減少により支払利息が55百万円減少したこ

と、および為替差損が17百万円発生したことが主な要因であります。 

(3) 資本の財源および資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前期比23億33百万円減少し、62億77百万円となりまし

た。これは、借入金の圧縮に加え、ＯＥＭ事業の売上増加に伴う売上債権の増加と海外販売子会社の棚卸資産の増

加によるものであります。 

 なお、投資活動によるキャッシュ・フローは、主に生産子会社における新製品開発のための金型投資など有形固

定資産の取得による支出により、10億99百万円の減少となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フロー

は、資金の調達31億30百万円に対し借入金返済および配当金支払の合計が48億67百万円となり、15億77百万円の減



少となりました。これは中長期的に有利子負債の減少を目的とした借入金の削減による財務体質の改善を進めてい

ることによるものであります。 



② 資金需要について 

 当社グループは新製品の金型投資等の経常的な有形固定資産への投資は、年間の減価償却費の範囲内で実施する

ことを原則としております。 

 なお、当連結会計年度における減価償却費は11億99百万円、有形固定資産の取得による支出は９億１百万円であ

ります。 

(4) 目標とする経営指標 

当社グループでは、急加速するデジタルホーム市場においてリーディングカンパニーとなるべく策定した新経

営戦略「全速プランＶ６２５」に基づき、平成21年３月期において売上高600億円、営業利益25億円を経営目標と

して取り組んでおります。従いまして、営業利益率４％以上を具体的な経営指標といたします。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループにおいて、当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は、10億39百万円であります。

（1）ＡＶＣ事業 

 当連結会計年度の設備投資の総額は、６億97百万円であります。主なものは、新製品金型５億23百万円、機械

装置73百万円であります。 

（2）ＯＥＭ事業 

 当連結会計年度の設備投資の総額は、３億11百万円であります。主なものは、機械装置１億14百万円、新製品

金型98百万円であります。 

（3）その他事業・全社 

 当連結会計年度の設備投資の総額は、30百万円であります。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1)提出会社 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業
員数 
（人）

建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

本社および開発センター 

(大阪府寝屋川市) 
全セグメント 

統括管理 

業務施設 
253,876 12,762 

2,122,571 

(10,450.55)
132,426 2,521,636 

317 

[46]

アル・プラザ香里園 

(大阪府寝屋川市) 
不動産賃貸事業 賃貸用不動産 2,596,348 － 

5,946,405 

(27,299.86)
－ 8,542,754 － 

オンキヨー八重洲ビル 

(東京都中央区) 
全セグメント 事務所 652,233 916 

1,654,180 

(343.53)
7,315 2,314,645 

39 

[10]

中四国営業所他 全セグメント 販売設備等 50,243 7,672 
69,258 

(213.76)
73,003 200,178 

35 

[22]



(2)国内子会社 

(3)在外子会社 

 （注１） 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品および建設仮勘定を含んでおります。 

 （注２） 金額には消費税等を含んでおりません。 

 （注３） 従業員数の［ ］は、臨時雇用者数を外書しております。 

 （注４） 現在、休止中の主要な設備はありません。 

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の
内容 

帳簿価額（千円） 
従業
員数 
（人）

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
（面積㎡）

その他 合計 

鳥取オンキヨー㈱ 
鳥取県 

倉吉市 
ＡＶＣ事業 生産設備 181,665 261,070 

368,053 

(29,604)
186,794 997,582 

180 

[15]

オンキヨーエレクトロニ

クス㈱ 

三重県 

津市 
ＯＥＭ事業 生産設備 226,574 126,279 

201,677 

(46,876)
131,608 686,138 

114 

[5]

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の
内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数 
（人）

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
（面積㎡）

その他 合計 

ONKYO U.S.A.CORP. 

アメリカ 

ニュージャ

ージー州 

ＡＶＣ事業 販売設備 － 10,176 － 389 10,565 
39 

[13]

ONKYO ASIA 

ELECTRONICS SDN.BHD. 

マレーシア 

セランゴー

ル州 

ＡＶＣ事業 生産設備 126,234 133,656 － 130,913 390,803 
706 

[95]

ONKYO ASIA 

ELECTRONICS SDN.BHD. 

マレーシア 

ケダ州 
ＯＥＭ事業 生産設備 151,355 49,426 － 17,653 218,434 

429 

[－]

上海安橋電子有限公司 
中国 

上海 
ＯＥＭ事業 生産設備 156 127,384 － 48,751 176,291 

1,657 

[－]



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備投資計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては、当社を中心に調整を図っ

ております。 

(1)重要な設備の新設 

 （注） 上記設備投資額は主として新製品への切替にともなう金型更新等であります。 

(2）重要な改修 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
（百万円） 

資金調達方法 

着手及び完了予定 
（年月） 完成後の

増加能力 
総額 既支払額 着手 完了 

ONKYO ASIA ELE

CTRONICS SDN.B

HD. 

マレーシア  

セランゴー

ル州  

 ＡＶＣ事業 

  

 工場生産 

 設備等 
324 102 

 自己資金 

 および借入金
 平成19.1  平成19.12 － 

鳥取オンキヨー

㈱ 

 鳥取県 

 倉吉市 
 ＡＶＣ事業 

 工場生産 

 設備等 
245 64 

 自己資金 

 および借入金
 平成19.1  平成19.12 － 

オンキヨーエレ

クトロニクス㈱ 

 三重県 

 津市 
 ＯＥＭ事業 

 工場生産 

 設備等 
160 17 

 自己資金 

 および借入金
 平成19.1  平成19.12 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
事業年度末現在発行（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 20,731,600 20,731,600 ジャスダック証券取引所 － 

計 20,731,600 20,731,600 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

    新株引受権および新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

   ① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりでありま

す。 

（平成11年６月24日定時株主総会決議） 

 （注１） 株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により調整され、調整により生ずる１円未満の端数は切り

上げます。 

 （注２） 新株予約権の行使の条件 

(1）対象者は、当社株式にかかる株券が店頭登録有価証券として日本証券業協会に登録された後、または、当社株

式が日本国内の証券取引所に上場された後、新株予約権を行使することができる。 

(2）対象者として、新株予約権を付与された者は、新株予約権の行使時においても、当社または当社の子会社の取

締役、監査役または従業員（顧問、相談役を含む。）であることを要する。 

(3）対象者は、一度の行使において付与された新株予約権の全部または一部を行使することができる。 

(4）対象者に法令または当社内部規律に違反する行為があった場合または対象者が当社と競業関係にある会社の取

締役、監査役、使用人、嘱託、顧問またはコンサルタントとなった場合等、新株予約権の付与の目的上対象者に

新株予約権を行使させることが相当でないとされる事由が生じた場合は、対象者に付与された新株予約権は直ち

に失効し、その後新株予約権を行使することはできないものとする。 

(5）当社が他社と吸収合併もしくは新設合併または株式交換もしくは株式移転を行う場合、未行使の新株予約権は

かかる吸収合併もしくは新設合併または株式交換もしくは株式移転にかかる契約の定めに従う。 

 
事業年度末現在 

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 580,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 376（注１） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成12年６月24日 

至 平成19年６月23日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円） 

発行価格     376 

資本組入額    188 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入そ

の他一切の処分および相続

は認めない 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 



   ② 旧商法第341条ノ２の規定に基づく新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成17年2月28日発行） 

 （注）本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株あたりの額は、当初194円(以下、「転換価額」という。)とす

る。ただし、当社の普通株式数に変更または変更の可能性が生じる場合は、次に定めるところに従い転換価額を調

整することがある。 

(１) 転換価額の調整 

(イ) 転換価額は、本社債発行後、以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり各転換価額を調

整する。 

(i) 株式の分割により当社普通株式を発行する場合、以下の算式により転換価額を調整する。 

ただし、以下の算式における「発行済普通株式数」には、当社が保有する自己株式の数及び株式分割によ

り当社の有する当社の普通株式に割り当てられる株式の数を含まないものとする。 

調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。 

 
事業年度末現在 

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数（個） １ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,900,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 756,600,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年３月１日 

至 平成21年３月２日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額（円）（注） 

発行価格     194 

資本組入額    97 
同左 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限の

利益を喪失した場合には、

以後新株予約権を行使する

ことはできないものとす

る。また、本新株予約権の

一部行使はできないものと

する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

旧商法第341条ノ２第４項

の定めにより本社債の社債

部分と本新株予約権のうち

一方のみを譲渡することは

できない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

新株予約権付社債の残高（円） 756,600,000 同左 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 
株式分割前発行済普通株式数 

株式分割後発行済普通株式数 



(ii) 当社普通株式の株式併合を行う場合には、株式併合の効力発生のときをもって次の算式により転換価額

を調整する。 

ただし、以下の算式における「発行済普通株式数」には、当社の有する当社の普通株式の数は含まない

のものとする。 

(iii) 調整前の転換価額を下回る金額をもって当社の普通株式を発行、または当社が保有する当社の普通株式

を処分する場合、かかる発行または処分における1株当たりの発行価額または処分価額をもって調整後の

転換価額とする。なお、調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また、株主割当日がある場合に

は、その日の翌日以降これを適用する。 

(iv) 調整前の転換価額を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される株式を発行または処分する場合、

かかる株式の払込期日に、また、株主割当日がある場合にはその日に、発行または処分される株式全て

が転換されたものとみなし、かかる株式の1株当たりの転換価額をもって、調整後の転換価額とする。調

整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また、株主割当日がある場合にはその日の翌日以降これを適

用する。 

(v) 新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下同じ。）の行使により発行される新株（当

社の普通株式に転換される株式を含む。）1株当たりの発行価額（商法280条ノ20第4項または第341条の

15第5項に規定される。）が調整前の転換価額を下回ることになる新株予約権を発行する場合、かかる新

株予約権の発行日に、また、株主割当日がある場合にはその日に、発行される新株予約権全てが行使さ

れたものとみなし、かかる新株予約権の行使により発行される新株1株の発行価額をもって、調整後の転

換価額とする。調整後の転換価額は、その発行日の翌日以降、また、株主割当日がある場合にはその日

の翌日以降これを適用する。 

(vi) 本項の規定の適用その他の事由により、新株予約権の行使または普通株式に転換される株式の転換によ

り発行される株式の数が変更された場合、直ちに、そのような変更が新株予約権または普通株式に転換

される株式が発行された時点から行われたものとみなして転換価額を調整する。 

(ロ) 前(イ)に掲げた事由によるほか、当社の発行済普通株式数(ただし、当社が保有する当社の普通株式の数を除

く。) の増加または増加の可能性を生ずる事由の発生によって転換価額の調整を必要とするときは、当社

は、転換価額の調整を適切に行うものとする。 

(ハ) 転換価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第１位まで算出し、小数第１位を四捨五入す

る。 

(ニ) 転換価額の調整に際し計算を行った結果、調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、転換価額の調整はこれを行わない。 

(ホ) 当社は、本項の定めにより転換価額の調整を行う場合、これに先立ち社債権者に対して書面をもってこれを

通知する。この書面には、転換価額の調整がある旨、調整後の転換価額、並びに転換により発行すべき普通

株式数を記載する。 

(２) 前項の定めに関わらず、ある種類の株式の転換により当社の普通株式を発行若しくは処分するとき、または新

株予約権の行使により当社の株式を発行若しくは処分するときは、転換価額の調整は行わない。 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 
併合前発行済普通株式数 

併合後発行済普通株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注１） 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数    500,000株 

発行価格     1,050円 

資本組入額     383円 

払込金総額  493,500千円 

（注２） 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）の行使による増加であります。 

（注３） 株式分割（１：２）による増加であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年２月25日 

（注１） 
500,000 10,054,800 191,500 1,359,240 302,000 615,994 

平成15年４月１日～ 

平成16年３月31日 

（注２） 

40,000 10,094,800 15,040 1,374,280 15,000 630,994 

平成16年５月20日 

（注３） 
10,094,800 20,189,600 － 1,374,280 － 630,994 

平成16年４月１日～ 

平成17年３月31日 

（注２） 

542,000 20,731,600 101,896 1,476,176 101,896 732,890 



(5）【所有者別状況】 

（注） 自己株式400株は、「単元未満株式の状況」に含めて記載しております。 

(6）【大株主の状況】 

 （注１） 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社および日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は、

すべて信託業務に係る株式であります。 

 （注２） 当事業年度末現在における、ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０５０２５の信

託業務の株式数については、当社として把握することができないため記載しておりません。 

（注３） スパークス・アセット・マネジメント株式会社から、平成19年２月７日付で提出された大量保有報告書（変

更報告書）により平成19年１月31日現在で1,613千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社とし

て期末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとお

りであります。 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － ９ 15 47 ６ ３ 1,890 1,970 － 

所有株式数

（単元） 
－ 2,768 304 3,087 733 9 13,827 20,728 3,600 

所有株式数の

割合（％） 
－ 13.35 1.47 14.89 3.54 0.04 66.71 100.00 － 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

大朏直人 東京都中央区 4,000 19.29 

テクノエイト株式会社 愛知県瀬戸市暁町１ 2,000 9.64 

日本トラスティ・サービス信託銀行 

株式会社 
東京都中央区晴海１－８－１１ 1,268 6.11 

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社 
東京都港区浜松町２－１１－３ 856 4.12 

オンキヨー従業員持株会 大阪府寝屋川市日新町２－１ 662 3.19 

オーエス・ホールディング株式会社 東京都千代田区内幸町２－２－２ 500 2.41 

ステート ストリート バンク アンド  

トラスト カンパニー ５０５０２５ 

（常任代理人 ㈱みずほコーポレート 

銀行兜町証券決済業務室） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS  

02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

356 1.71 

佐橋貢一 横浜市青葉区 331 1.59 

沢田宗久 奈良県奈良市 315 1.51 

オンキヨー取引先持株会 大阪府寝屋川市日新町２－１ 295 1.42 

計 － 10,583 51.04 

大量保有者 スパークス・アセット・マネジメント株式会社 

住所 東京都品川区大崎１－11－２ 

所有株式数 1,613,000株 

発行済株式総数に対する所有株式数の割合 7.78％ 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は、次のとおりであります。 

・旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく特別決議によるもの 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,728,000 20,728 － 

単元未満株式 普通株式 3,600 － － 

発行済株式総数 20,731,600 － － 

総株主の議決権 － 20,728 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

決議年月日 平成11年６月24日 

付与対象者の区分及び人数 取締役４名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 400 － 400 － 



３【配当政策】 

 当社は、経営基盤の強化に努め、安定的な配当を維持することを基本方針にしております。 

 当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、決定機関は、株主総会であります。

また、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。 

 内部留保資金については、経営成績および財政状態を勘案しつつ、研究開発投資、設備投資および事業展開のため

の資金に充当してまいります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注１） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、第82期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の

公表のものであります。 

 （注２） □印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

 なお、平成16年３月31日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対して、平成16

年５月20日付にて株式分割を実施しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円） 

平成19年６月21日 

定時株主総会決議 
103,656 ５ 

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 1,250 
1,470 

□600 

580 

※580 
377  385  

最低（円） 980 
901 

□539 

182 

※182 
224  215  

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 275 290 296 283 282 278 

最低（円） 235 248 263 270 250 251 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（千株）

取締役会長兼

社長 

(代表取締役) 

  大朏 直人 昭和16年11月20日生

平成５年６月 当社代表取締役社長 

(注４) 4,000 
平成７年４月 当社代表取締役会長兼社長（現任） 

取締役副社長 

(代表取締役) 
  大朏 宗徳 昭和45年１月28日生

平成８年３月 ビジネスネットワークテレコム㈱（現：

オンキヨーエンターテイメントテクノロ

ジー㈱）代表取締役社長（現任） 

(注４) － 

平成17年２月 当社入社 

平成18年３月 オンキヨーリブ㈱（現：オンキヨーマー

ケティング㈱）代表取締役社長 

平成18年４月 当社事業開発本部長 

平成18年６月 当社取締役 執行役員 事業開発本部長 

平成19年３月 オンキヨーマーケティング㈱取締役（現

任） 

平成19年６月 当社代表取締役副社長（現任） 

専務取締役 

(代表取締役) 
  中野  宏 昭和22年７月６日生

昭和46年４月 トリオ㈱（現：㈱ケンウッド）入社 

(注４) － 

平成10年６月 同社取締役 

平成13年４月 同社代表取締役社長 

平成15年８月 当社顧問 

平成18年４月 当社専務取締役 ＡＶＣ事業本部長 

平成18年６月 当社代表取締役専務（現任） 

取締役 

常務執行役員

オーディオ営

業本部長 

廻戸 正昭 昭和18年７月16日生

昭和41年３月 当社入社 

(注４) 4 

平成９年４月 当社ＣＥ事業部生産本部長 

平成13年６月 当社取締役 ＣＥ事業部長 

平成14年６月 当社取締役 常務執行役員 ＣＥ事業部

長 

平成18年６月 当社取締役 常務執行役員 ＡＶＣ事業

本部長 

平成19年６月 当社取締役 常務執行役員 オーディオ

営業本部長（現任） 

取締役 

常務執行役員 

ＥＭＳ事業本

部長 

宮本 和夫  昭和21年９月26日生

昭和39年８月 当社入社 

(注４) 8 

平成12年４月 ONKYO (MALAYSIA) SDN. BHD. 社長（現

任） 

平成15年１月 ONKYO ASIA ELECTRONICS SDN.  

BHD. 社長 

平成15年４月 当社執行役員 

平成17年６月 当社取締役 執行役員 生産技術本部長 

平成17年７月 上海安橋電子有限公司 董事長（現任）  

平成18年６月 当社取締役 執行役員 ＯＥＭ事業本部

長 

平成19年６月 当社取締役 常務執行役員 ＥＭＳ事業

本部長（現任） 

取締役 

常務執行役員 

経営管理本部

長 

岡谷 茂美 昭和36年３月10日生

平成10年１月 当社入社 

(注４) － 

平成13年３月 当社管理本部経理部長 

平成15年４月 当社執行役員 管理本部経理部長 

平成17年２月 当社執行役員 経営企画室長 

平成17年６月 当社取締役 執行役員 経営企画室長 

平成18年４月 当社取締役 執行役員 経営管理本部長 

平成19年６月 当社取締役 常務執行役員 経営管理本

部長（現任） 

 



（注１） 椿 勲および久世武夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

（注２） 取締役副社長大朏宗徳は、取締役会長兼社長大朏直人の次男であります。 

（注３） 当社では、監督と執行の分離を図り、取締役会の機能を高めるため、執行役員制度を導入しております。そ

の他の執行役員として小林佳紀（オーディオ営業本部国内インストール部長）、伊藤清（品質保証本部長）、

宮城謙二（ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBH社長）、奥田伸明（事業開発本部長）、森谷雅洋（ＥＭＳ事業本

部ＯＥＭ営業部長）が就任しております。 

（注４） 平成19年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。 

（注５） 平成19年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。 

（注６） 平成17年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。 

（注７） 平成16年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（千株）

取締役 
執行役員 

音質管理担当 
関谷  守  昭和21年７月21日生

平成６年６月 当社取締役 

(注４) 50 

平成13年３月 当社取締役 開発本部長 

平成14年６月 当社取締役 執行役員 開発本部長 

平成17年４月 当社取締役 執行役員 音質管理担当 

平成18年９月 当社取締役 執行役員 音質管理担当 兼 

デジタルホーム・プロジェクトリーダー 

平成19年６月 当社取締役 執行役員 音質管理担当（現

任） 

取締役 
執行役員 

社長特命担当 
森   勇 昭和21年３月11日生

平成９年１月 当社入社 

(注４) － 

平成10年１月 ONKYO INDIA PVT. LTD., 副社長 

平成13年４月 ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBH 

社長 

平成14年６月 当社執行役員 

平成18年６月 当社取締役 執行役員 社長特命 

担当（現任） 

常勤監査役   日朝 謙二 昭和17年９月12日生

昭和42年３月 当社入社 

(注５) 2 

平成８年５月 当社海外営業本部海外営業部長 

平成９年10月 ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBH 

出向（社長補佐） 

平成11年６月 当社監査役（現任） 

常勤監査役   阪田 博治 昭和20年１月22日生

昭和38年３月 当社入社 

(注６) 2 

平成８年６月 ONKYO ELECTRIC(MALAYSIA) SDN.  

BHD. 社長 

平成15年７月 当社ＩＣ事業部営業本部長 

平成16年４月 当社執行役員 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

監査役   椿   勲 昭和23年１月25日生

平成９年１月 椿勲公認会計士事務所開設（現在に至る） 

(注７) 2 
平成10年６月 当社監査役（現任） 

監査役   久世 武夫 昭和16年11月13日生

平成３年２月 トヨタ自動車㈱ 関連事業部主査 

(注６) － 
平成17年６月 当社監査役（現任） 

        計   4,068 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、平成16年５月26日の取締役会で、以下の企業行動憲章を制定し、コーポレート・ガバナンスに関する基

本的な考え方といたしております。 

オンキヨーグループ 企業行動憲章 

我々、オンキヨーグループを構成する全ての企業（ONKYO）は、次の６原則に基づき、全世界で、全ての法律と

秩序を守り、社会的良心をもって行動します。 

我々は公正な競争を通じて適正な利潤を追求し、全ての利害関係者と社会や環境に有用な企業であり続けるよう

努力することを宣言します。 

１．ONKYOは、安全で有用な製品とサービスを社会に提供し、市場に参加する全ての利害関係者に信頼されるよ

う努力いたします。 

２．ONKYOは、公正で透明な自由競争を行い、それを妨げるあらゆる利害関係者との接触を持ちません。 

３．ONKYOは、全ての利害関係者に対して、適時に、適正で、公平な情報開示を行うよう努力します。 

４．ONKYOは、省資源、省エネルギーに努力し、地球環境の改善に努めます。 

５．ONKYOは、「世界市民」としての自覚を持ち、それぞれの国、それぞれの地域の慣習と文化を尊重し、可能

な限り最善の社会貢献と最適な企業活動を行うよう努力します。 

６．ONKYOは、全ての企業構成員の個性と人権を尊重し、自主性と創造性の発揮できる安全で規律正しい活動環

境を確保できるよう努力します。 

ONKYOの全ての構成員は、本憲章の精神を阻害するような事象については、直ちに原因を究明し、解決策と再発

防止策を明示し、情報の公開と責任と権限の明確化を図るように努力します。 

ONKYOの全ての構成員は、本憲章の実現が自らの役割であることを認識し、適切な社内体制の整備と企業倫理の

徹底に努力します。 

(2) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の説明 

当社は、監査役設置会社であり、監査役５名のうち３名（平成19年６月21日提出日現在、監査役４名のうち２

名）が社外監査役となっており、経営の監視機能の充実を図っております。 

② コーポレート・ガバナンス体制についての模式図 





③ 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

（取締役・取締役会） 

当社の取締役は、平成19年３月31日現在９名（平成19年６月21日提出日現在、８名）の構成となっており、原

則月１回の取締役会を開催しております。また、平成14年度より執行役員制度を導入し、経営の監督と執行の分

離を図り、取締役会の機能を高めるよう努力しております。 

（監査役・監査役会） 

当社は監査役制度を採用しており、平成19年３月31日現在監査役５名（平成19年６月21日提出日現在、４名）

の構成となっており、原則月１回の監査役会を開催するほか、取締役会・経営会議等の重要会議に出席しており

ます。また、社外監査役に弁護士、公認会計士等の専門家を選任することにより、客観的かつ専門的見地から監

査役監査を実施し、コーポレート・ガバナンスが有効に機能する経営システムの構築を目指しております。 

なお、社外監査役のうち２名（小林浩平、椿勲）（平成19年６月21日提出日現在、株式保有社外監査役椿勲、１

名）はそれぞれ当社株式２千株を保有しておりますが、その他当社と社外監査役との間には、特別の利害関係は

ありません。 

（内部監査室） 

内部統制システムとしまして、業務の健全性を保つため、最高経営責任者直属の内部監査室を設置し、「内部

監査規程」に基づき当社および関係会社の監査を実施しております。内部監査室は担当者１名を配置しており、

社内における業務活動及び諸制度が、経営目的に準拠して遂行されているか否かを評価し、必要に応じて適切な

勧告を行うこととし、社内の各部門および関係会社への牽制機能を果たしております。 

なお、監査役と内部監査部門の連携につきましては、「監査役監査規程」に次のとおり定め、連携いたしてお

ります。 

１．監査役は、会社の業務および財産の状況の調査その他の監査職務の遂行にあたり、内部監査部門等と緊密

な連係を保ち、効率的な監査を実施するよう努めなければならない。 

２．監査役は、内部監査部門等に対して、内部統制にかかわる状況とその監査結果の報告を求める。 

３．監査役は、必要に応じ、内部監査部門等に対して調査を求めることができる。 

（会計監査人） 

会計監査について、会計監査人である監査法人トーマツと監査契約を締結し、独立した公正な立場から会計に

関する監査を受けております。 

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

西田 幸男       監査法人トーマツ ※ 

山田 美樹       監査法人トーマツ ※ 

※７年以内であるため、記載を省略しております。 

監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士４名、会計士補等４名であります。 

なお、監査役と会計監査人の連携につきましては、「監査役監査規程」に次のとおり定め、連携いたしており

ます。 

１．監査役および監査役会は、会計監査人と定期的に会合をもつなど、緊密な連係を保ち、積極的に意見およ

び情報の交換を行い、効率的な監査を実施するよう努めなければならない。 

２．監査役および監査役会は、会計監査人から監査計画の概要を受領し、会計監査人が把握した内部統制シス

テムの状況、リスクの評価および監査重点項目等について説明を受け、意見交換を行わなければならない。

３．監査役は、必要に応じて会計監査人の往査および監査講評に立ち会うほか、会計監査人に対し監査の実施

経過について、適宜報告を求めることができる。 

４．会計監査人から取締役の職務遂行に関して不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実があ

る旨の報告を監査役会において受けた場合には、審議のうえ、監査役は、必要な調査を行い、取締役に対し

て助言または勧告を行うなど、必要な措置を講じなければならない。 

（コンプライアンス委員会） 

 当社のコンプライアンス委員会は、コンプライアンス関連制度の整備など、法令遵守等のための取り組みを推

進し、またコンプライアンスに関わる課題・対応策の協議・承認を行う組織であります。また、公益通報者保護

法にもとづき、コンプライアンス体制構築を推進する手段の一つとして、「オンキヨーコンプライアンスホット

ライン」を設置しております。 



（リスクマネジメント委員会） 

 当社のリスクマネジメント委員会は、当社グループの全体的なリスクマネジメント推進に関わる課題・対応策

の協議・承認を行う組織であります。 

（その他） 

その他、総務、経理および人事の各担当部門につきましても、それぞれ「稟議規程」に基づき社内業務全般の

管理、統制および牽制機能を果たしております。 

(3) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理につきましては、経営成績・財務状況など経営に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、全社横

断的な機能会議で常に洗い出しを行い、経営の影響度に応じて経営会議および取締役会において審議を行っており

ます。また、当社はリスクマネジメント委員会を設置しており、各種リスクに対して適切な処理を行ってまいりま

す。 

(4) 役員報酬等および監査報酬等の内容 

 ・ 取締役および監査役に支払った報酬 

取締役 ９名 114,077千円、監査役 ５名  27,936千円 

（注） 報酬限度額 取締役：年額400,000千円、監査役：年額50,000千円 

 ・ 使用人兼務取締役に対する使用人給与等相当額  62,662千円 

 ・ 監査報酬等の内容 

当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬 

監査契約に基づく監査証明にかかる報酬の金額  22,000千円 

上記以外の報酬                 1,000千円 

  なお、監査報酬以外の報酬は、特許料支払金額確定のため、支払先が規定した方法で計算された金額の正確

性の確認に関するものであります。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）および当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表ならびに前事業年度（平

成17年４月１日から平成18年３月31日まで）および当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財

務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     8,611,221     6,277,855  

２．受取手形及び売掛金 ※６   8,229,180     9,064,195  

３．たな卸資産     3,973,403     4,832,529  

４．繰延税金資産     552,122     644,147  

５．その他     518,631     598,467  

貸倒引当金     △71,272     △170,322  

流動資産合計     21,813,285 53.6   21,246,873 53.6 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物及び構築物 ※２ 4,123,122     4,026,392    

減価償却累計額   2,222,931 1,900,192   2,249,581 1,776,811  

(2）機械装置及び運搬具   2,977,875     2,763,949    

減価償却累計額   2,121,849 856,026   1,896,316 867,632  

(3）工具器具備品   5,123,673     5,225,506    

減価償却累計額   4,323,479 800,194   4,390,893 834,613  

(4）土地 ※2,3   4,503,811     4,503,811  

(5）賃貸用建物 ※２ 3,358,859     3,358,859    

減価償却累計額   679,116 2,679,742   762,510 2,596,348  

(6）賃貸用土地 ※2,3   5,946,405     5,946,405  

(7）建設仮勘定     34,494     66,570  

有形固定資産合計     16,720,864 41.1   16,592,192 41.9 

２．無形固定資産            

(1）その他     333,597     361,395  

無形固定資産合計     333,597 0.8   361,395 1.0 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※１   891,693     450,725  

(2）繰延税金資産     786,203     823,496  

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3）その他     179,247     143,124  

貸倒引当金     △11,004     △14,505  

投資その他の資産合計     1,846,139 4.5   1,402,841 3.5 

固定資産合計     18,900,600 46.4   18,356,429 46.4 

資産合計     40,713,885 100.0   39,603,302 100.0 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金 ※６   4,765,753     4,708,758  

２．短期借入金    6,332,790     5,913,770  

３．未払金     1,726,739     1,712,679  

４．未払費用     1,077,481     1,406,431  

５．未払法人税等     57,265     172,811  

６．製品保証引当金     508,095     478,845  

７．その他     139,261     156,064  

流動負債合計     14,607,384 35.9   14,549,361 36.7 

Ⅱ 固定負債              

１．社債     500,000     500,000  

２．新株予約権付社債     756,600     756,600  

３．長期借入金    9,322,550     8,108,120  

４．長期未払金     113,540     100,190  

５．長期預り保証金    3,598,323     3,595,823  

６．再評価に係る繰延税金
負債 

    3,198,277     3,198,277  

７．退職給付引当金     476,876     412,789  

８．その他     －     270  

固定負債合計     17,966,166 44.1   16,672,070 42.1 

負債合計     32,573,550 80.0   31,221,431 78.8 

（少数株主持分）              

少数株主持分     172,510 0.4   － － 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※４   1,476,176 3.6   － － 

Ⅱ 資本剰余金     732,890 1.8   － － 

Ⅲ 利益剰余金     1,538,883 3.8   － － 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３   4,476,016 11.0   － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

    △131,078 △0.3   － － 

Ⅵ 為替換算調整勘定     △124,830 △0.3   － － 

Ⅶ 自己株式 ※５   △232 △0.0   － － 

資本合計     7,967,825 19.6   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    40,713,885 100.0   － － 

               
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,476,176 3.7 

２．資本剰余金     － －   732,890 1.9 

３．利益剰余金     － －   877,695 2.2 

４．自己株式     － －   △232 △0.0 

  株主資本合計     － －   3,086,530 7.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   26,956 0.0 

２．土地再評価差額金 ※３    － －   4,476,016 11.3 

３．為替換算調整勘定     － －   423,037 1.1 

  評価・換算差額等合計     － －   4,926,010 12.4 

Ⅲ 少数株主持分     － －   369,329 1.0 

純資産合計     － －   8,381,871 21.2 

負債純資産合計     － －   39,603,302 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．製品売上高   44,403,042     45,960,076    

２．不動産賃貸収入   647,757 45,050,799 100.0 525,579 46,485,656 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．製品売上原価 ※２ 32,205,721     32,625,814    

２．不動産賃貸原価   221,128 32,426,849 72.0 146,629 32,772,444 70.5 

売上総利益     12,623,950 28.0   13,713,211 29.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   13,143,714 29.2   12,909,360 27.8 

営業利益又は営業損失
（△） 

    △519,764 △1.2   803,851 1.7 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   43,974     66,281    

２．受取賃貸料   83,080     113,086    

３．為替差益   160,966     －    

４．その他   62,873 350,893 0.8 78,426 257,794 0.6 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   296,702     240,923    

２．売上割引   91,746     94,030    

３．賃貸原価   17,920     28,504    

４．為替差損   －     17,059    

５．持分法による投資損失   19,047     68,844    

６．その他   32,386 457,801 1.0 21,313 470,675 1.0 

経常利益又は経常損失
（△） 

    △626,672 △1.4   590,969 1.3 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※３ 556,942     6,274    

２．関税還付金 ※４ 52,850     －    

３．投資有価証券売却益   199,478     －    

４．貸倒引当金戻入益   6,314     253    

５．その他   7,485 823,069 1.8 9 6,537 0.0 

               
 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※５ 3,835     －    

２．固定資産除却損 ※６ 26,488     20,929    

３．投資有価証券評価損    －     668,282    

４．訴訟関連費用   389,577     140,976     

５．減損損失 ※７ 345,480     －    

６．退職給付会計基準変更
時差異一括償却 

  －     93,772    

７．構造改革費用   －     89,464     

８．その他   － 765,380 1.7 40,715 1,054,141 2.3 

税金等調整前当期純損
失 

    568,983 △1.3   456,633 △1.0 

法人税、住民税及び事
業税 

  185,953     322,252    

法人税等調整額   132,317 318,270 0.7 △219,602 102,649 0.2 

少数株主利益又は少数
株主損失（△） 

    7,089 0.0   △1,752 △0.0 

当期純損失     894,342 △2.0   557,531 △1.2 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     732,890 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     732,890 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     2,163,082 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．土地再評価差額金取崩
額  

  373,798 373,798 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．当期純損失   894,342  

２．配当金   103,656 997,998 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     1,538,883 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 1,476,176 732,890 1,538,883 △232 3,747,717 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注） － － △103,656 － △103,656 

当期純損失 － － △557,531 － △557,531 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － △661,187 － △661,187 

平成19年３月31日 残高（千円） 1,476,176 732,890 877,695 △232 3,086,530 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） △131,078 4,476,016 △124,830 4,220,107 172,510 8,140,335 

連結会計年度中の変動額            

剰余金の配当（注） － － － － － △103,656 

当期純損失 － － － － － △557,531 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

158,035 － 547,867 705,902 196,819 902,722 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

158,035 － 547,867 705,902 196,819 241,535 

平成19年３月31日 残高（千円） 26,956 4,476,016 423,037 4,926,010 369,329 8,381,871 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

     

税金等調整前当期純損失   △568,983 △456,633 

減価償却費   1,318,523 1,199,537 

減損損失   345,480 － 

連結調整勘定償却額   36,360 － 

投資有価証券評価損   － 668,282 

投資有価証券売却益    △199,478 － 

貸倒引当金の増減額   1,234 112,096 

製品保証引当金の増減額   △20,397 △22,444 

退職給付引当金の増減額   △59,332 △157,859 

受取利息及び受取配当金   △43,974 △66,281 

支払利息   296,702 240,923 

為替差損益   △230,268 17,059 

固定資産売却損益   △553,107 △6,274 

固定資産除却損   26,488 20,929 

持分法による投資損失   19,047 68,844 

退職給付会計基準変更時差
異一括償却 

  － 93,772 

売上債権の増減額   △279,641 △487,466 

たな卸資産の増減額   1,002,821 △686,213 

仕入債務の増減額   △578,307 87,651 

未払金及び未払費用の増減
額 

  772,515 372,487 

その他の増減額   257,062 △172,589 

小計   1,542,745 825,824 

利息及び配当金の受取額   43,727 66,683 

利息の支払額   △290,217 △247,741 

法人税等の支払額   △307,202 △206,818 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  989,052 437,948 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

     

有形固定資産の取得による
支出 

  △1,166,233 △901,654 

有形固定資産の売却による
収入 

  2,107,213 23,051 

無形固定資産の取得による
支出 

  △101,183 △121,703 

無形固定資産の売却による
収入 

  － 7,478 

投資有価証券の取得による
支出 

  △40,000 △40,000 

投資有価証券の売却による
収入 

  958,263 － 

連結の範囲の変更を伴う子
会社株式の取得による支出 

 ※２ － △89,766 

連結の範囲の変更を伴う子
会社株式の売却による収入 

  15,640 － 

貸付金の回収による収入   27,225 23,126 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  1,800,925 △1,099,467 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

     

短期借入金の純増減額   △809,220 － 

長期借入れによる収入   2,500,000 3,130,000 

長期借入金の返済による支
出 

  △4,864,660 △4,763,450 

社債発行による収入   482,910 － 

配当金の支払額   △103,656 △103,656 

少数株主からの払込による
収入 

  － 159,756 

建設協力金の純増減額   △439,992 － 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  △3,234,618 △1,577,349 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

  199,517 △94,497 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △245,124 △2,333,365 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  8,856,345 8,611,221 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残
高 

 ※１ 8,611,221 6,277,855 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 12社 

全ての子会社を連結しており、その連

結子会社名は、「第１ 企業の状況 

４.関係会社の状況」に記載しているた

め、省略しております。 

 なお、リブ精工㈱は平成18年３月31

日に売却したため、連結の範囲から除

いております。 

 また、平成18年1月1日付で

ONKYO U.S.A.CORP.（消滅会社）と

ONKYO INDUSTRIAL COMPONENTS,INC.

（存続会社）が合併し、商号を

ONKYO U.S.A.CORP. に変更しておりま

す。 

(1)連結子会社の数 13社 

全ての子会社を連結しており、その連

結子会社名は、「第１ 企業の概況 

４.関係会社の状況」に記載しているた

め、省略しております。 

 なお、ビジネスネットワークテレコ

ム㈱については、当連結会計年度にお

いて、連結子会社であるオンキヨーマ

ーケティング㈱が同社株を取得したこ

とにより連結の範囲に含めておりま

す。 

  (2)非連結子会社の名称等 

 該当事項はありません。 

(2)非連結子会社の名称等 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用の関連会社数 ２社 

ONKYO CHINA LTD. 

㈱ＣＯ３ 

(1)持分法適用の関連会社数 ４社 

ONKYO CHINA LTD. 

㈱ＣＯ３ 

ＤＯ㈱ 

広州安橋貿易有限公司 

   ㈱ＣＯ３については、当連結会計年度

において新たに設立したことにより持

分法適用の関連会社に含めることとし

ております。 

 ＤＯ㈱及び広州安橋貿易有限公司 

については、当連結会計年度において

新たに設立したことにより持分法適用

の関連会社に含めております。 

  (2)持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社 

 該当事項はありません。 

(2)持分法を適用していない非連結子会社

及び関連会社 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 全ての連結子会社の決算日は12月31日

であります。 

 連結財務諸表の作成にあたり、当該連

結子会社については、同決算日現在の財

務諸表を使用しております。ただし、連

結決算日までの期間に発生した重要な取

引については、連結上必要な調整を行っ

ております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

イ．時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

イ．時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  ロ．時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

ロ．時価のないもの 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② デリバティブ 

 時価法 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

 主として総平均法による原価法 

③ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社および国内連結子会社は主とし

て定率法 

 在外連結子会社は主として定額法 

 ただし、当社および国内連結子会社

は平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）については定額

法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物    15～50年 

機械装置及び運搬具  ３～11年 

工具器具備品     ２～20年 

賃貸用建物      15～39年 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

 社債発行費 

支出時に全額費用として処理しており

ます。 

 ───────── 

  

(4）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、当社および国内連結子会社は一般

債権については貸倒実績率に基づき、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。また在外

連結子会社は主として、特定の債権に

ついて回収不能見込額を計上しており

ます。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 製品保証引当金 

 製品のアフターサービスによる費用

の支出に備えるため、売上高を基準と

して過去の実績率に基づいて計上して

おります。 

② 製品保証引当金 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③ 退職給付引当金 

 当社グループは、当社従業員のうち

平成13年３月31日現在において年齢が

50歳以上であった者（当該制度は平成

13年３月31日の退職金規程の廃止にと

もなう経過的措置）および国内連結子

会社の従業員を対象とする退職一時金

制度を有しており、当該従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額に基づ

き、計上しております。 

 会計基準変更時差異については、９

年による按分額を費用処理しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

 当社グループは、当社従業員のうち

平成13年３月31日現在において年齢が

50歳以上であった者（当該制度は平成

13年３月31日の退職金規程の廃止にと

もなう経過的措置）および国内連結子

会社の従業員を対象とする退職一時金

制度を有しており、当該従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額に基づ

き、計上しております。 

 会計基準変更時差異については９年に

よる按分額を費用処理しております。 

 なお、当連結会計年度において構造改

革及び定年退職等による大量退職が発生

したため、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適用指

針第1号）を適用し、当該退職者に対応

する会計基準変更時差異の未処理額を一

括償却しております。 

  

(5）重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お在外子会社等の資産および負債は、各

社決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益および費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は少数株主

持分および資本の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しております。 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お在外子会社等の資産および負債は、各

社決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益および費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定および少数

株主持分に含めて計上しております。 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

 当社および国内連結子会社については

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によってお

り、在外連結子会社については、主とし

て通常の売買取引に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、振当処理の要件を満

たしている為替予約については振当処

理に、特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては特例処理によ

っております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 



 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の

とおりであります。 

イ．ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸出による外貨

建売上債権 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  ロ．ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

  

  

  ③ ヘッジ方針 

 デリバティブリスク管理方針に基づ

き、ヘッジ対象に係る為替相場変動リ

スクおよび金利変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価しております。ただし、特例

処理の要件を満たしているものについ

ては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産および負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

 同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、15年

間の均等償却を行っております。なお、

当連結会計年度に回収不能見込額につい

て減損損失を計上しております。 

 ───────── 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会社の利益処分については、連結

会計年度中において確定した利益処分に

基づいて作成しております。 

 ───────── 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前当期純利益は345,480千円減

少しております。 なお、減損損失累計額については、改

正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控

除しております。 

 ───────── 

 ─────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日)を適用しております。これまでの資本の

部の合計に相当する金額は8,012,541千円であります。  

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。  

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

 至 平成19年３月31日） 

 財務活動によるキャッシュ・フローの「建設協力金の純

増減額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示し

ておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記して

おります。 

  ───────── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 108,083千円 投資有価証券（株式） 87,398千円 

※２．担保資産及び担保対応債務 

 担保に供している資産ならびに担保対応債務は、

次のとおりであります。 

※２．担保資産及び担保対応債務 

 担保に供している資産ならびに担保対応債務は、

次のとおりであります。 

担保資産  

建物及び構築物 1,451,472千円

土地 4,415,740 

賃貸用建物 2,679,742 

賃貸用土地 5,946,405 

計   14,493,359千円

担保資産  

建物及び構築物    1,351,346千円

土地 4,415,740 

賃貸用建物 2,596,348 

賃貸用土地 5,946,405 

計  14,309,839千円

担保対応債務  

短期借入金  2,322,000千円

長期借入金 7,229,400 

長期預り保証金 3,500,000 

計 13,051,400千円

担保対応債務  

短期借入金 2,263,000千円

長期借入金 7,166,400 

長期預り保証金 3,500,000 

計   12,929,400千円

※３．土地の再評価 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しており

ます。 

※３．土地の再評価 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上してお

ります。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税

法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法により算

出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調

整を行って算出しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税

法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法により算

出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調

整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

△2,748,956千円

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

 △2,954,704千円

※４．当社の発行済株式総数は、普通株式 20,731,600株

であります。 

※４．       ───────── 

※５．当社が保有する自己株式の数は、普通株式400株で

あります。 

※５．       ───────── 

※６.       ───────── ※６．連結会計年度末日満期手形   

 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済されたものとして、処理しており

ます。当連結会計年度末残高から除かれている満期

手形の金額は、次の通りであります。 

   受取手形           824千円 

   支払手形          5,378千円   



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 ※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

広告宣伝費    1,078,157千円

販売促進費 1,119,429 

特許使用料 794,728 

販売手数料 1,228,761 

製品保証引当金繰入額 508,095 

給料手当 2,314,241 

退職給付費用 76,767 

研究開発費 607,505 

貸倒引当金繰入額 43,171 

広告宣伝費  1,089,133千円

販売促進費 1,179,163 

特許使用料 809,985 

販売手数料 1,045,604 

製品保証引当金繰入額 478,845 

給料手当 2,254,948 

退職給付費用 53,406 

研究開発費 466,394 

貸倒引当金繰入額 87,391 

※２．研究開発費の総額 

 一般管理費および製品売上原価に含まれる研究開

発費は、2,386,249千円であります。 

※２．研究開発費の総額 

 一般管理費および製品売上原価に含まれる研究開

発費は、2,253,926千円であります。 

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物    301,086千円

機械装置及び運搬具 9,709    

工具器具備品 1,842    

土地 244,306 

計      556,942千円

機械装置及び運搬具       3,485千円

工具器具備品 1,931 

その他 857   

計 6,274千円

※４．関税還付金は、欧州における前期以前の関税率変

更による還付金であります。 

※４.       ───────── 

※５．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※５．       ───────── 

機械装置及び運搬具      3,835千円

計      3,835千円

 

※６．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※６．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物      602千円

機械装置及び運搬具 2,274 

工具器具備品 23,202 

その他 411 

計       26,488千円

建物及び構築物   3,937千円

機械装置及び運搬具 776 

工具器具備品 6,776 

その他 9,439 

計       20,929千円

※７．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しました。  

用途 種類 

その他事業用資産  連結調整勘定  

※７．            ───────── 

   当社グループでは、事業用資産については主とし

て事業所ごとに、遊休資産については個別の資産ご

とに資産のグルーピングを行っておりますが、当連

結会計年度に子会社における業務用ブラウン管テレ

ビの販売事業から撤退したことに伴い、同事業に係

る連結調整勘定について回収不能となったため帳簿

価額の全額を減損損失（345,480千円）として特別損

失に計上しました。 

 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注)ストックオプションとしての新株予約権の減少は、権利失効によるものであります。 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 20,731,600 － － 20,731,600 

合計 20,731,600 － － 20,731,600 

自己株式        

普通株式 400 － － 400 

合計 400 － － 400 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 

平成17年新株予約権 普通株式 3,900 － － 3,900 － 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
普通株式 880 － 300 580 － 

合計 － 4,780 － 300 4,480 － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 103,656 5 平成18年３月31日 平成18年６月22日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 103,656 利益剰余金 5 平成19年３月31日 平成19年６月22日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定   8,611,221千円

現金及び現金同等物    8,611,221千円

現金及び預金勘定   6,277,855千円

現金及び現金同等物    6,277,855千円

 ※２.       ───────── ※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たにビジネスネットワークテ

レコム㈱を連結したことに伴う連結開始時の資産及

び負債の内訳並びに同社株式の取得価額と同社取得

のための支出（純額）との関係は次の通りでありま

す。 

  流動資産   136,995千円

固定資産 49,621千円

流動負債   △30,669千円

ビジネスネットワークテレコム㈱ 

株式の取得価額 

  155,947千円

同社現金及び現金同等物    △66,180千円

差引：同社取得のための支出    89,766千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

建物及び構築
物 

239,967 162,739 77,228 

機械装置及び
運搬具 

27,333 18,951 8,381 

工具器具備品 131,219 85,972 45,246 

合計 398,520 267,663 130,856 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

建物及び構築
物 

176,830 149,450 27,379 

機械装置及び
運搬具 

39,029 35,685 3,344 

工具器具備品 70,727 31,180 39,546 

合計 286,587 216,317 70,269 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

(２)未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内       68,730千円

１年超       62,126千円

合計      130,856千円

１年内       32,489千円

１年超     37,780千円

合計    70,269千円

（注） 未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

（注） 未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

(３)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料       84,697千円

減価償却費相当額       84,697千円

支払リース料      67,660千円

減価償却費相当額 67,660千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

２.オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  １年内       35,250千円

１年超  94,001千円

合計   129,251千円

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

 同左 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在） 

２．前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容（平成18年３月31日現在） 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの） 
     

(1)株式 － － － 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 － － － 

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの） 
     

(1)株式 898,550 677,506 △221,043 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 898,550 677,506 △221,043 

合計 898,550 677,506 △221,043 

売却額（千円） 
  

売却益の合計額（千円） 
  

売却損の合計額（千円） 
  

958,263 199,478 － 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 55,102 

社債 51,000 

 
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内 
(千円) 

５年超10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

１．債券        

(1)社債 － 51,000 － － 

合計 － 51,000 － － 



Ⅱ 当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在） 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容（平成19年３月31日現在） 

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの） 
     

(1)株式 258,782 285,738 26,956 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 258,782 285,738 26,956 

（連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの） 
     

(1)株式 － － － 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 － － － 

合計 258,782 285,738 26,956 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 26,588 

社債 51,000 

 
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内 
(千円) 

５年超10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

１．債券        

(1)社債 － 51,000 － － 

合計 － 51,000 － － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1)取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、金利関連では金利

スワップ取引であります。 

(1)取引の内容 

同左 

(2)取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針で

あります。 

(2)取引に対する取組方針 

同左 

(3)取引の利用目的 

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場に

おける利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用

しております。 

(3)取引の利用目的 

同左 

ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。特

例処理の要件を満たしている金利スワップについて

は特例処理によっております。 

  

  

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

  

  

  

ヘッジ方針 

 デリバティブリスク管理方針に基づきヘッジ対象

に係る金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジして

おります。 

  

  

ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘ

ッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を基礎に

して、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、

特例処理の要件を満たしているものについては、有

効性の評価を省略しております。 

  

  

(4)取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。なおデリバティブ取引の契約先はいずれ

も信用度の高い金融機関であるため、相手方の契約不履

行によるリスクはほとんどないと認識しております。 

(4)取引に係るリスクの内容 

同左 

(5)取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については取引権限お

よび取引限度額等を定めたデリバティブリスク管理方針

に従い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行って

おります。 

(5)取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、ま

たは計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバテ

ィブ取引のリスクの大きさを示すものではありません。 

(6)「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

該当事項はありません。 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および国内連結子会社は退職金規程に基づく一

時金制度を採用しております。なお、当社の退職一時

金制度は、平成13年３月31日現在において年齢が50歳

以上であった従業員を対象とするものであります。当

該制度は平成13年３月31日の退職金規程の廃止にとも

なう経過的措置であります。 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社および国内連結子会社は退職金規程に基づく一

時金制度を採用しております。なお、当社の退職一時

金制度は、平成13年３月31日現在において年齢が50歳

以上であった従業員を対象とするものであります。当

該制度は平成13年３月31日の退職金規程の廃止にとも

なう経過的措置であります。 

２．退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日現在) ２．退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日現在) 

イ．退職給付債務 △831,902千円

ロ．会計基準変更時差異の未処理額 355,025 

ハ．退職給付引当金（イ＋ロ）    △476,876千円

イ．退職給付債務  △574,827千円

ロ．会計基準変更時差異の未処理額 162,038 

ハ．退職給付引当金（イ＋ロ）   △412,789千円

（注） 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用し

ております。 

（注） 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用し

ております。 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

イ．勤務費用 51,575千円

ロ．会計基準変更時差異の費用処理

額 
117,410 

ハ．退職給付費用 

（イ＋ロ） 
   168,985 千円

イ．勤務費用       31,233千円

ロ．会計基準変更時差異の費用処理

額 
99,214 

ハ．退職給付費用 

（イ＋ロ） 
  130,447千円

（注） 簡便法を採用しているため、退職給付債務に係

る退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上して

おります。 

（注１） 簡便法を採用しているため、退職給付債務に

係る退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上し

ております。 

（注２） この他、退職給付会計基準変更時差異一括償

却額93,772千円を特別損失に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

会計基準変更時差異の処理年数  ９年 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

同左 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

（注１）株式数に換算して記載しております。 

（注２）平成16年５月20日付の株式分割（１：２）に伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の

払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行価格および資本組入れ額の調整を行っておりま

す。 

（注３）付与対象者の数およびストック・オプションの数につきましては、新株予約権割当契約締結後の取締役の退職

等による権利喪失および新株予約権の権利行使により、平成19年３月31日現在では対象者：取締役１名、ストッ

ク・オプションの数：580,000株となっております。 

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 
平成11年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 当社取締役   ４名 

ストック・オプション数（注１) 普通株式   751,000株 

付与日 平成11年６月24日 

権利確定条件 付されておりません 

対象勤務期間 該当事項なし 

権利行使期間 ７年間(自 平成12年６月24日 至 平成19年６月23日)

 
平成11年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 － 

付与 － 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 880,000 

権利確定   

権利行使 － 

失効 300,000 

未行使残 580,000 



②単価情報 

 
平成11年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 376 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

繰延税金資産（流動） 

未払費用 

貸倒引当金 

未払賞与 

製品保証引当金 

未払事業税 

連結会社間内部利益消去 

その他 

繰延税金資産（流動）小計 

評価性引当額 

繰延税金資産（流動）合計 

繰延税金資産（流動）の純額 

  

      58,816千円 

9,766 

111,400 

192,938 

6,373 

12,715 

206,613 

598,621千円 

△46,499千円 

552,122千円 

552,122千円 

  

     4,745千円 

3,161 

108,521 

181,892 

41,912 

94,852 

230,751 

    665,834千円 

  △21,686千円 

     644,147千円 

     644,147千円 

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金 

長期未払金 

減価償却超過額 

税務上繰越欠損金等 

清算予定子会社投資に係る税効果 

外国税額控除 

その他 

繰延税金資産（固定）小計 

評価性引当額 

繰延税金資産（固定）合計 

  

     176,024千円 

46,211 

268,243 

621,653 

205,592 

－ 

225,042 

1,542,765千円 

△424,088千円 

1,118,677千円 

  

     147,445千円 

40,777 

229,365 

423,983 

177,385 

191,592 

362,635 

   1,573,183千円 

 △571,148千円 

   1,002,035千円 

繰延税金負債（固定） 

在外子会社の留保利益 

繰延税金負債（固定）小計 

繰延税金資産（固定）の純額 

  

△332,474千円 

   △332,474千円 

     786,203千円 

  

  △178,539千円 

  △178,539千円 

     823,496千円 



２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在）

当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在）

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久差異項目 

住民税均等割 

持分法による投資損益  

法人税特別税額控除 

評価性引当額の増減 

在外子会社の税率差等 

連結調整勘定償却 

減損損失  

未実現利益に対する税効果未認識額 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

40.7％ 

  

△1.2 

△3.2 

△1.4 

－ 

△45.8 

△17.7 

△2.6 

△24.7 

1.0 

△1.0 

△55.9％ 

40.7％ 

  

△9.4 

△3.5 

△6.1 

16.0 

△45.1 

△19.9 

－ 

－ 

2.8 

2.0 

△22.5％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注１） 事業区分の方法 

 当社グループの事業区分は、製品の種類および市場の類似性を考慮して行っております。 

 （注２） 各事業区分に属する主要な製品 

 （注３） 「消去又は全社」に含めた金額および主な内容は以下のとおりであります。 

 （注４） 減価償却費および資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

 （注５） インダストリアルコンポーネンツ事業は、平成17年４月１日付でＯＥＭ事業に名称変更しております。 

 

コンシューマ
ーエレクトロ
ニクス事業 

（千円） 

ＯＥＭ事業 
（千円） 

不動産賃貸事
業 

（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益              

売上高              

(1)外部顧客に対する売

上高 
33,550,034 9,120,279 647,757 1,732,729 45,050,799 － 45,050,799 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
662,025 566,687 － 108,908 1,337,620 (1,337,620) － 

計 34,212,059 9,686,966 647,757 1,841,637 46,388,419 (1,337,620) 45,050,799 

営業費用 34,404,643 9,889,323 229,996 1,843,600 46,367,562 (796,999) 45,570,563 

営業利益又は 

営業損失（△） 
△192,584 △202,357 417,761 △1,963 20,857 (540,621) △519,764 

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出 

             

資産 13,900,273 5,901,720 8,626,148 1,361,299 29,789,440 10,924,445 40,713,885 

減価償却費 804,177 320,137 133,139 28,423 1,285,876 32,647 1,318,523 

減損損失  － － － 345,480 345,480 － 345,480 

資本的支出 733,389 478,852 － 28,207 1,240,448 29,045 1,269,493 

事業区分 主要製品 

コンシューマーエレクトロニクス事業 
デジタルホームオーディオ、ビデオ関連製品、ＰＣおよびＰＣ

ペリフェラル製品、オーディオコンポーネント・デバイス製品 

ＯＥＭ事業 
車載用スピーカー、家電用スピーカー、スピーカー部品 

アンプ等オーディオ製品 

不動産賃貸事業 不動産賃貸サービス 

その他事業 家庭用電気製品等 

  当連結会計年度 主な内容 

配賦不能営業費用（千円） 540,621 当社の総務部等、管理部門に係る費用 

全社資産（千円） 11,012,995 
当社における余資運用資金（現金及び預金）、長期投

資資金（投資有価証券）および管理部門に係る資産等 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注１） 事業区分の方法 

 当社グループの事業区分は、製品の種類および市場の類似性を考慮して行っております。 

 （注２） 各事業区分に属する主要な製品 

 （注３） 「消去又は全社」に含めた金額および主な内容は以下のとおりであります。 

 （注４） 減価償却費および資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

 （注５） コンシューマーエレクトロニクス事業は、平成18年４月１日付でＡＶＣ事業に名称変更しております。 

 
ＡＶＣ事業 

（千円） 
ＯＥＭ事業 

（千円） 

不動産賃貸事
業 

（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益              

売上高              

(1)外部顧客に対する売

上高 
33,536,759 10,908,426 525,579 1,514,891 46,485,656 － 46,485,656 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
500,090 398,819 － 76,322 975,231 (975,231) － 

計 34,036,849 11,307,245 525,579 1,591,213 47,460,887 (975,231) 46,485,656 

営業費用 33,074,489 11,108,426 150,668 1,733,779 46,067,362 (385,557) 45,681,804 

営業利益又は 

営業損失（△） 
962,360 198,819 374,911 △142,566 1,393,525 (589,674) 803,851 

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出 

             

資産 12,854,661 6,442,338 8,542,754 1,070,451 28,910,205 10,693,097 39,603,302 

減価償却費 628,143 375,270 83,742 19,316 1,106,472 93,066 1,199,537 

資本的支出 765,354 324,574 － 37,514 1,127,442 39,541 1,166,983 

事業区分 主要製品 

ＡＶＣ事業 
デジタルホームオーディオ、ビデオ関連製品、ＰＣおよびＰＣ

ペリフェラル製品、オーディオコンポーネント・デバイス製品 

ＯＥＭ事業 
車載用スピーカー、家電用スピーカー、スピーカー部品 

アンプ等オーディオ製品 

不動産賃貸事業 不動産賃貸サービス 

その他事業 家庭用電気製品等 

  当連結会計年度 主な内容 

配賦不能営業費用（千円） 589,674 当社の総務部等、管理部門に係る費用 

全社資産（千円） 7,626,933 
当社における余資運用資金（現金及び預金）、長期投

資資金（投資有価証券）および管理部門に係る資産等 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注１） 所在地の区分は、国または地域の地理的近接度によっております。 

 （注２） 本邦以外の区分に属する主な国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米  … アメリカ 

(2）欧州  … ドイツ 

(3）アジア … マレーシア、中国 

 （注３） 「消去又は全社」に含めた金額および主な内容は以下のとおりであります。 

 
日本 

（千円） 
北米 

（千円） 
欧州 

（千円） 
アジア 

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益              

売上高              

(1)外部顧客に対する売

上高 
22,963,224 15,248,505 5,010,283 1,828,787 45,050,799 － 45,050,799 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
15,632,973 39 10,079 16,151,917 31,795,008 (31,795,008) － 

計 38,596,197 15,248,544 5,020,362 17,980,704 76,845,807 (31,795,008) 45,050,799 

営業費用 39,000,410 15,284,211 5,109,042 17,431,287 76,824,950 (31,254,387) 45,570,563 

営業利益又は 

営業損失（△） 
△404,213 △35,667 △88,680 549,417 20,857 (540,621) △519,764 

Ⅱ 資産 22,341,597 2,971,685 2,393,274 6,644,594 34,351,150 6,362,735 40,713,885 

  当連結会計年度 主な内容 

配賦不能営業費用（千円） 540,621 当社の総務部等、管理部門に係る費用 

全社資産（千円） 11,012,995 

当社における余資運用資金（現金及び預金）、長

期投資資金（投資有価証券）および管理部門に係

る資産等 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注１） 所在地の区分は、国または地域の地理的近接度によっております。 

 （注２） 本邦以外の区分に属する主な国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米  … アメリカ 

(2）欧州  … ドイツ 

(3）アジア … マレーシア、中国 

 （注３） 「消去又は全社」に含めた金額および主な内容は以下のとおりであります。 

 
日本 

（千円） 
北米 

（千円） 
欧州 

（千円） 
アジア 

（千円） 
計 

（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益              

売上高              

(1)外部顧客に対する売

上高 
22,651,451 15,531,677 5,135,487 3,167,040 46,485,656 － 46,485,656 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
18,997,419 － 56,761 18,022,727 37,076,907 (37,076,907) － 

計 41,648,870 15,531,677 5,192,248 21,189,767 83,562,563 (37,076,907) 46,485,656 

営業費用 40,486,342 15,227,653 5,382,671 21,072,373 82,169,038 (36,487,233) 45,681,804 

営業利益又は 

営業損失（△） 
1,162,529 304,025 △190,422 117,394 1,393,525 (589,674) 803,851 

Ⅱ 資産 23,694,614 3,433,049 3,565,176 5,964,056 36,656,896 2,946,407 39,603,302 

  当連結会計年度 主な内容 

配賦不能営業費用（千円） 589,674 当社の総務部等、管理部門に係る費用 

全社資産（千円） 7,626,933 

当社における余資運用資金（現金及び預金）、長

期投資資金（投資有価証券）および管理部門に係

る資産等 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注１） 国または地域の区分は地理的近接度によっております。 

 （注２） 各区分に属する主な国または地域 

(1）北米     … アメリカ、カナダ 

(2）欧州     … ドイツ、フランス、イタリア 

(3）アジア    … マレーシア、シンガポール、中国、韓国、インド 

(4）その他の地域 … オセアニア、中南米 

 （注３） 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高（ただし、連結会社間の内

部売上高は除く）であります。 

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 16,194,737 6,040,171 3,552,263 630,714 26,417,887 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 45,050,799 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
35.9 13.4 7.9 1.4 58.6 

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 16,442,800 6,634,695 4,209,544 479,659 27,766,700 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 46,485,656 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
35.4 14.3 9.0 1.0 59.7 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  役員及び個人主要株主等 

 （注１）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 （注２）取引条件及び取引条件の決定方針等 

   （1）システム開発費用については、一般の取引と同様に決定しております。 

   (2）受取賃貸料については、近隣の相場を参考にした価格によっております。 

 （注３）ビジネスネットワークテレコム㈱は、主要株主である大朏直人及び近親者が、議決権の90.8％を間接保有して

いる会社であります。 

 （注４）ビジネスネットワークテレコム㈱は、「役員及びその近親者が議決権の過半数を自己の計算において所有して

いる会社等」にも該当しております。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  役員及び個人主要株主等 

 （注１）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 （注２）取引条件及び取引条件の決定方針等 

   （1）製品仕入については、一般の取引と同様に決定しております。 

   (2）受取賃貸料については、近隣の相場を参考にした価格によっております。 

 （注３）リブ精工㈱は、主要株主である大朏直人及び近親者が、議決権の100％を間接保有している会社であります。 

 （注４）リブ精工㈱は、「役員及びその近親者が議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等」にも該当

しております。 

属性 
会社等の名

称 
住所 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

主要株主及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等 

ビジネスネ

ットワーク

テレコム㈱ 

東京都中央

区 
98,000 

電子応用

機器等 
な し 兼任２名 

当社シス

テム開発

委託及び

当社が所

有する建

物の賃貸

システムの

開発費用 
19,369  未払金 6,893 

受取賃貸料 2,583 前受金 1,048 

属性 
会社等の名

称 
住所 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

主要株主及

びその近親

者が議決権

の過半数を

所有してい

る会社等 

リブ精工㈱ 
大阪府寝屋

川市 
10,000 

スピーカ

ー部品お

よび金型

製造販売 

な し 兼任なし 

金型購入

及び当社

が所有す

る建物の

賃貸 

製品仕入 3,506  未払金 1,671 

受取賃貸料 18,621 －  － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益又は当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、1株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額   384円34銭

１株当たり当期純損失   43円14銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、1株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額     386円50銭

１株当たり当期純損失      26円89銭

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純損失    

当期純損失（千円） 894,342 557,531 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 894,342 557,531 

期中平均株式数（千株） 20,731 20,731 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（千株） － － 

（うち新株予約権） － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

第１回転換社債型新株予約権付社

債（券面総額756,600千円）およ

び 旧商法第280条ノ19の規定に

基づく新株引受権（ストックオプ

ション）普通株式880,000株 

第１回転換社債型新株予約権付社

債（券面総額756,600千円）および

旧商法第280条ノ19の規定に基づく

新株引受権（ストックオプショ

ン）普通株式580,000株 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注１）新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の

償還に代えて、新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとします。また、新

株予約権が行使されたときには、当該請求があったものとみなします。 

  （注２）連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注１） 「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

 （注２） 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）等の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のと

おりであります。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

利率 
（％） 

担保 償還期限 

オンキヨー株式会社 

第１回無担保転換社債型 

新株予約権付社債 

（注１,２）

平成17.２.28 756,600 756,600 － なし 平成21.３.２

オンキヨーエレクト

ロニクス㈱ 

オンキヨーエレクトロニク

ス株式会社第１回無担保社

債 

 

平成17.３.31  500,000 500,000 0.2   なし  平成24.３.30

合計  －  －  1,256,600 1,256,600 － －  －  

発行すべき株式の内容 普通株式 

新株予約権の発行価額（円） 無償 

株式の発行価格（円） 194 

発行価額の総額（千円） 756,600 

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額

の総額（千円） 
－ 

新株予約権の付与割合（％） 100 

新株予約権の行使期間 
平成17.３.１ 

～平成21.３.２ 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

－ 756,600 － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,966,000 1,966,000 1.6 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 4,366,790 3,947,770 1.6 － 

長期借入金 

（１年以内に返済予定のものを除く。） 
9,322,550 8,108,120 1.7 平成20年～平成23年 

その他の有利子負債（建設協力金） － － － － 

合計 15,655,340 14,021,890 － － 

 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 4,949,420 2,460,700 529,000 169,000 



(2）【その他】 

 (Ⅰ) 当社および連結子会社３社は、平成15年９月30日付で、Global Technovations, Inc.（以下「GTI」）お 

  よびOnkyo America, Inc. （以下「OAI」）から、以下に掲げる内容で米国ミシガン州東部地区破産裁判所に 

  提訴されました。なお、連結子会社３社とは、ONKYO（MALAYSIA) SDN. BHD.（以下「ML」） 

  ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBH (以下「EU」)、ONKYO U.S.A. CORP. であります。 

（内容） 

 当社、MLおよびEUは、GTIに対し平成12年８月に当社の米国子会社であったOAIの発行済株式を全株売却しまし

た。その後、平成13年12月に、GTIおよびOAIは、米国で破産法の申請をしております。GTIは、平成15年９月に

この株式譲渡の無効を主張し、譲渡対価の一部である13,000千USドル（当社3,900千USドル、MLおよびEUは各

4,550千USドル）と、OAIが破産法申請前90日間に支払った商品代金の652千USドルの返還請求を提訴しました。

なお、当社および当社子会社は、この株式譲渡無効の訴えが不当なものであるとして、抗弁する所存でありま

す。  

 (Ⅱ) 当社および連結子会社２社（以下「当社グループ」）は、平成16年10月１日付で、上記（Ⅰ）の訴訟に関連し

  た事案で、米国G. Jeff Mennen and Wilmington Trust Company（以下「メンネントラスト」）から、以下に掲げ

  る内容で米国フロリダ州南部地区連邦裁判所(以下「裁判所」)に提訴されましたが、平成18年３月２日付にて裁 

  判所より、メンネントラストの訴えを棄却し当社グループ勝訴という判決が下されました。 

   しかし、メンネントラストより平成18年３月29日に第11巡回区米国連邦控訴裁判所へ控訴の申立があり、控訴

  の提起を受けました。 

   なお、連結子会社２社とは、ML、EUであります。 

（内容） 

 メンネントラストは、GTIに対してOAI株式取得資金および株式取得後の運転資金の融資を行っていましたが

GTIおよびOAIが破産法の適用を申請するに至って、その債権の回収が不能になったとしております。メンネント

ラストの主張は、当社グループがOAI株式をGTIに譲渡する時に、GTIおよびメンネントラストに対し、意図的に

虚偽の情報を提示したため、誤った情報に基づく融資を行ったとして、23,070千USドルの損害賠償請求を提訴す

るというものであります。 

 なお、当社グループは、先に当社グループの勝訴となった第一審と同様、本訴訟は当社グループの適切な情報

開示と誠実な株式売買交渉に基づいて行われた取引に対して、不当な申立がなされていると考え、当該控訴に対

して徹底して争う所存であります。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     6,739,946     3,887,718  

２．受取手形 ※８   327,534     27,986  

３．売掛金 ※１   4,615,332     5,330,384  

４．製品     1,057,354     917,289  

５．前払費用     36,915     41,788  

６．繰延税金資産     200,303     279,560  

７．関係会社短期貸付金     1,180,000     2,410,250  

８．未収入金 ※１   267,518     282,889  

９．その他 ※１   163,432     77,263  

貸倒引当金     △3,639     △3,503  

流動資産合計     14,584,696 38.7   13,251,627 37.0 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1) 建物 ※５ 1,928,108     1,908,785    

減価償却累計額   925,129 1,002,978   964,269 944,515  

(2) 構築物   53,476     50,976    

減価償却累計額   39,524 13,951   39,137 11,838  

(3）機械装置   140,039     133,786    

減価償却累計額   116,199 23,839   113,988 19,798  

(4）車両運搬具   20,807     20,807    

減価償却累計額   18,562 2,244   19,254 1,552  

(5）工具器具備品   1,156,065     1,176,232    

減価償却累計額   990,828 165,236   963,770 212,461  

(6）土地 ※5,6   3,846,009     3,846,009  

(7）賃貸用建物 ※５ 3,358,859     3,358,859    

減価償却累計額   679,116 2,679,742   762,510 2,596,348  

(8）賃貸用土地 ※5,6   5,946,405     5,946,405  

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(9）建設仮勘定     33,153     283  

有形固定資産合計     13,713,562 36.4   13,579,213 37.9 

２．無形固定資産              

(1）特許権     739     225  

(2）施設利用権     3,346     2,917  

(3）ソフトウエア     196,018     225,586  

(4）電話加入権     8,636     8,636  

無形固定資産合計     208,740 0.5   237,364 0.6 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券     783,609     363,327  

(2）関係会社株式     6,051,648     6,043,655  

(3）関係会社出資金     2,186,898     2,386,898  

(4）破産更生債権等     1,421     3,652  

(5）長期前払費用     78,154     53,762  

(6）繰延税金資産     726,818     566,657  

(7）その他     24,976     22,635  

投資損失引当金     △666,722     △666,722  

貸倒引当金     －     △3,652  

投資その他の資産合計     9,186,805 24.4   8,770,213 24.5 

固定資産合計     23,109,108 61.3   22,586,792 63.0 

資産合計     37,693,805 100.0   35,838,419 100.0 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形 ※1,8   522,896     485,745  

２．買掛金 ※１   3,689,916     2,431,568  

３．短期借入金     1,366,000     1,366,000  

４．１年以内返済予定の長
期借入金 

    4,167,490     3,211,970  

５．未払金 ※１   1,282,021     1,327,223  

６．未払費用     236,970     293,432  

７．未払法人税等     21,885     133,483  

８．前受金     70,556     22,363  

９．預り金     409,339     445,711  

10．製品保証引当金     216,360     181,180  

11．その他     320     －  

流動負債合計     11,983,756 31.8   9,898,677 27.6 

Ⅱ 固定負債              

１．新株予約権付社債     756,600     756,600  

２．長期借入金     8,580,750     8,102,120  

３．長期未払金     113,540     100,190  

４．長期預り保証金     3,600,994     3,598,494  

５．再評価に係る繰延税金
負債 

    3,198,277     3,198,277  

６．退職給付引当金     298,769     234,571  

固定負債合計     16,548,930 43.9   15,990,252 44.6 

負債合計     28,532,687 75.7   25,888,930 72.2 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   1,476,176 3.9   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   732,890     －    

資本剰余金合計     732,890 1.9   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   4,777     －    

２．当期未処分利益   2,602,567     －    

利益剰余金合計     2,607,345 6.9   － － 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※６   4,476,016 11.9   － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

    △131,078 △0.3   － － 

Ⅵ 自己株式 ※３   △232 △0.0   － － 

資本合計     9,161,117 24.3   － － 

負債資本合計     37,693,805 100.0   － － 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,476,176 4.1 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     732,890     

資本剰余金合計      － －   732,890 2.1 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     4,777     

(2）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     3,232,903     

利益剰余金合計      － －   3,237,680 9.0 

４．自己株式     － －   △232 △0.0 

株主資本合計      － －   5,446,515 15.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   26,956 0.1 

２．土地再評価差額金 ※６    － －   4,476,016 12.5 

評価・換算差額等合計      － －   4,502,973 12.6 

純資産合計      － －   9,949,488 27.8 

負債純資産合計      － －   35,838,419 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．製品売上高 ※１ 35,286,772     37,888,845    

２．不動産賃貸収入   647,757 35,934,530 100.0 525,579 38,414,425 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．製品売上原価              

(1）期首製品たな卸高   811,429     1,057,354    

(2）当期製品仕入高 ※１ 26,533,451     27,938,515    

(3）設計費用等 ※3,5 2,271,588     2,457,258    

合計   29,616,469     31,453,127    

(4）他勘定振替高 ※２ 112,386     109,910    

(5）期末製品たな卸高   1,057,354     917,289    

製品売上原価   28,446,729     30,425,928    

２．不動産賃貸原価   221,128 28,667,857 79.8 146,629 30,572,558 79.6 

売上総利益     7,266,672 20.2   7,841,867 20.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※4,5   8,007,689 22.2   7,726,059 20.1 

営業利益又は営業損失
（△） 

    △741,016 △2.0   115,807 0.3 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   47,935     64,053    

２．受取配当金 ※１ 35,785     1,862,711    

３．受取賃貸料   109,815     130,185    

４．為替差益   159,314     108,934    

５．その他   35,247 388,097 1.0 21,648 2,187,532 5.7 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   259,872     225,149    

２．売上割引   91,746     94,030    

３．賃貸原価   26,226     28,504    

４．その他   31,955 409,801 1.1 11,899 359,583 0.9 

経常利益又は経常損失
（△） 

    △762,720 △2.1   1,943,756 5.1 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※６ 548,052     2,486    

２．貸倒引当金戻入益   5,002     －    

３．投資有価証券売却益   199,478     －     

４．その他   － 752,533 2.0 9 2,496 0.0 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産除却損 ※７ 10,067     20,384    

２．投資有価証券評価損   －     668,282    

３．関係会社株式評価損   －     47,993    

３．訴訟関連費用   344,102     140,976     

４．退職給付会計基準変更
時差異一括償却 

  －     93,772     

５．構造改革費用   － 354,169 0.9 46,994 1,018,403 2.7 

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△） 

    △364,357 △1.0   927,849 2.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  40,000     202,917    

法人税等調整額   △147,049 △107,049 △0.3 △9,060 193,857 0.5 

当期純利益又は当期純
損失（△） 

    △257,307 △0.7   733,991 1.9 

前期繰越利益     2,486,076     －  

土地再評価差額金取崩
額 

    373,798     －  

当期未処分利益     2,602,567     －  

               



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年６月22日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     2,602,567 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金   103,656 103,656 

Ⅲ 次期繰越利益     2,498,911 

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金合
計 

利益準備金 
繰越利益剰余
金 

利益剰余金合
計 

平成18年３月31日 
残高 
（千円） 

1,476,176 732,890 732,890 4,777 2,602,567 2,607,345 △232 4,816,180 

事業年度中の変動額                

剰余金の配当(注） － － － － △103,656 △103,656 － △103,656 

当期純利益 － － － － 733,991 733,991 － 733,991 

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

－ － － － － － － － 

事業年度中の変動額
合計 
（千円） 

－ － － － 630,335 630,335 － 630,335 

平成19年３月31日 
残高 
（千円） 

1,476,176 732,890 732,890 4,777 3,232,903 3,237,680 △232 5,446,515 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

△131,078 4,476,016 4,344,937 9,161,117 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注） － － － △103,656 

当期純利益 － － － 733,991 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

158,035 － 158,035 158,035 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

158,035 － 158,035 788,370 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

26,956 4,476,016 4,502,973 9,949,488 



重要な会計方針 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準およ

び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2)その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

(2)その他有価証券 

① 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  ② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

② 時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準および評価方法 

デリバティブ 

 時価法 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準お

よび評価方法 

総平均法による原価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法） 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物      15～50年 

機械装置    ８～11年 

工具器具備品  ２～20年 

賃貸用建物   15～39年 

(1)有形固定資産 

同左 

  (2)無形固定資産 

 定額法 

(2)無形固定資産 

同左 

  (3)長期前払費用 

 定額法 

(3)長期前払費用 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は期末日の直物等

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

基づき、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 



 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）投資損失引当金 

 関係会社への投資に係る損失に備え

るため、業績が悪化している関係会社

について、財政状態および今後の業績

予想等を勘案して、所要額を見積計上

しております。 

(2）投資損失引当金 

同左 

  (3）製品保証引当金 

 製品のアフターサービスによる費用

の支出に備えるため、売上高を基準と

して過去の実績率に基づいて計上して

おります。 

(3）製品保証引当金 

同左 

  (4）退職給付引当金 

 当社は、平成13年３月31日現在にお

いて年齢が50歳以上であった従業員を

対象とする退職一時金制度を有してお

り（当該制度は平成13年３月31日の退

職金規程の廃止にともなう経過的措

置）、当該従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における退職給付

債務の見込額に基づいて、計上してお

ります。 

 会計基準変更時差異については９年

による按分額を費用処理しておりま

す。 

(4）退職給付引当金 

 当社は、平成13年３月31日現在にお

いて年齢が50歳以上であった従業員を

対象とする退職一時金制度を有してお

り（当該制度は平成13年３月31日の退

職金規程の廃止にともなう経過的措

置）、当該従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における退職給付

債務の見込額に基づいて、計上してお

ります。 

 会計基準変更時差異については９年

による按分額を費用処理しておりま

す。 

 なお、当事業年度において構造改革

及び定年退職等による大量退職が発生

したため、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第1号）を適用し、当該退職者に

対応する会計基準変更時差異の未処理

額を一括償却しております。 

  

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。なお振当処理の要件を満た

している為替予約については振当処理

に、特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては特例処理によっ

ております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

 



会計処理方法の変更 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 当事業年度にヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとお

りであります。 

① ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸出による外貨

建売上債権 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  ② ヘッジ手段…金利スワップ   

  ヘッジ対象…借入金   

  (3)ヘッジ方針 

 デリバティブリスク管理方針に基づ

き、ヘッジ対象に係る為替相場変動リ

スクおよび金利変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

  (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動またはキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動またはキャッシュ・フロー

変動の累計を基礎にして、ヘッジ有効

性を評価しております。ただし、特例

処理の要件を満たしているものについ

ては有効性の評価を省略しておりま

す。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 (固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はありません。  

───────── 

 ─────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日)を適用しております。これまでの資本の部の合

計に相当する金額は9,949,488千円であります。  

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。  

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

※１．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次のとおりでありま

す。 

資産  

売掛金      1,414,854千円 

前渡金 98,295 

未収入金 201,203 

その他流動資産 63,902 

負債  

支払手形 328,939千円 

買掛金 3,542,303 

未払金 224,093 

資産  

売掛金      1,928,626千円 

未収入金 237,137 

その他流動資産 73,783 

負債  

支払手形      279,123千円 

買掛金 2,262,324 

未払金 199,410 

※２．授権株式数および発行済株式総数 ※２．      ───────── 

授権株式数   普通株式       80,000,000株

発行済株式総数 普通株式 20,731,600株

 

※３．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式400株で

あります。 

※３．      ───────── 

  

 ４．偶発債務 

保証債務 

 下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

 ４．偶発債務 

保証債務 

 下記関係会社の金融機関からの借入に対し、債

務保証を行っております。 

被保証会社 金額（千円） 

鳥取オンキヨー㈱ 570,000 

オンキヨーエレクトロニクス㈱ 274,000 

被保証会社 金額（千円） 

鳥取オンキヨー㈱ 515,000 

オンキヨーエレクトロニクス㈱ 181,600 

 



前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※５．担保資産および担保対応債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※５．担保資産および担保対応債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 1,001,676千円

土地 3,846,009 

賃貸用建物 2,679,742 

賃貸用土地 5,946,405 

計  13,473,832千円

建物   943,107千円

土地 3,846,009 

賃貸用建物 2,596,348 

賃貸用土地 5,946,405 

計 13,331,869千円

 担保対応債務は次のとおりであります。  担保対応債務は次のとおりであります。 

１年以内返済予定の長期借入金  2,242,000千円

長期借入金 7,194,400 

長期預り保証金 3,500,000 

計  12,936,400千円

短期借入金   132,000千円

１年以内返済予定の長期借入金 2,096,000 

長期借入金 7,166,400 

長期預り保証金 3,500,000 

計    12,894,400千円

（注） 上記のほか、オンキヨーエレクトロニクス㈱の

土地 2,156,568千円、建物243,804千円およびオン

キヨーリブ㈱の建物16,701千円が上記借入金の担

保に供されております。 

（注） 上記のほか、オンキヨーエレクトロニクス㈱の

土地2,156,568千円、建物221,070千円およびオン

キヨーマーケティング㈱の建物15,318千円が上記

借入金の担保に供されております。 

※６．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を資本の部に計上しており

ます。 

※６．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を

行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上してお

ります。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税

法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法により算

出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調

整を行って算出しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税

法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法により算

出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調

整を行って算出しております。 

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

  △2,748,956千円

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末

における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

  △2,954,704千円

 ７．配当制限 

 土地再評価差額金は、土地再評価に関する法律第

７条の２第１項の規定により、配当に充当すること

が制限されております。 

 ７．       ───────── 

  

※８.       ─────────  ※８．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、当事業年

度の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済

されたものとして、処理しております。当事業年度

末残高から除かれている満期手形の金額は、次の通

りであります。 

   受取手形           824千円 

   支払手形          5,378千円   



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社との主な取引は次のとおりであります。 

※１．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社との主な取引は次のとおりであります。 

売上高   15,518,044千円

仕入高 25,815,144 

受取配当金 35,785 

売上高   18,403,432千円

仕入高 26,754,456 

受取配当金 1,862,451 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費      111,916千円

雑損失 470 

計 112,386千円

販売費及び一般管理費    109,266千円

雑損失 643 

計 109,910千円

※３．設計費用等は、主としてグループ全体の製品の設

計費用および品質保証費用であります。 

設計費用および品質保証費用 

※３．設計費用等は、主としてグループ全体の製品の設

計費用および品質保証費用であります。 

設計費用および品質保証費用 

給与手当     859,507千円

退職給付費用 57,582 

試作材料費 269,240 

減価償却費 78,223 

業務委託費 51,990 

支払手数料 360,797 

その他 594,247 

計 2,271,588千円

給与手当      805,733千円

退職給付費用 48,772 

試作材料費 237,703 

減価償却費 128,359 

業務委託費 273,038 

支払手数料 243,293 

その他 720,357 

計 2,457,258千円

※４．販売費に属する費用のおおよその割合は78％であ

り一般管理費に属する費用のおおよその割合は22％

であります。 

 主要な費目および金額は次のとおりであります。 

※４．販売費に属する費用のおおよその割合は81％であ

り一般管理費に属する費用のおおよその割合は19％

であります。 

 主要な費目および金額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 764,055千円

発送荷造費及び保管料 536,684 

販売促進費 939,331 

特許使用料 797,304 

販売手数料 759,345 

アフターサービス費 304,586 

製品保証引当金繰入額 216,360 

給料手当 1,446,252 

退職給付費用 87,216 

減価償却費 129,597 

研究開発費 490,264 

    

広告宣伝費 729,077千円

発送荷造費及び保管料 489,086 

販売促進費 978,927 

特許使用料 804,022 

販売手数料 729,031 

アフターサービス費 403,722 

製品保証引当金繰入額 181,180 

給料手当 1,315,820 

退職給付費用 57,567 

減価償却費 122,788 

研究開発費 424,101 

貸倒引当金繰入額 3,515 

※５．研究開発費の総額 

 一般管理費および設計費用等に含まれる研究開発

費の総額は、2,329,878千円であります。 

※５．研究開発費の総額 

 一般管理費および設計費用等に含まれる研究開発

費の総額は、2,192,325千円であります。 

 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※６．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

建物      301,086千円

機械装置及び運搬具  6,865 

工具器具備品  1,842  

土地 238,260 

計     548,052千円

※６．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

工具器具備品      1,628千円

その他 857 

計        2,486千円

※７．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※７．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物    173千円

機械装置 288 

工具器具備品 9,195 

その他 411 

計      10,067千円

建物       3,786千円

機械装置 388 

工具器具備品 6,644 

その他 9,564 

計       20,384千円

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 400 － － 400 

合計 400 － － 400 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）および当事業年度（自 平成18年４月１日 至 

平成19年３月31日）における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

車両運搬具 6,189 3,249 2,940 

工具器具備品 9,072 672 8,400 

合計 15,261 3,921 11,340 

 
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

車両運搬具 6,189 4,016 2,173 

工具器具備品 9,072 1,680 7,392 

合計 15,261 5,696 9,565 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内      1,774千円

１年超    9,565千円

合計      11,340千円

１年内     1,509千円

１年超      8,056千円

合計        9,565千円

（注） 未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

（注） 未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料      2,883千円

減価償却費相当額      2,883千円

支払リース料       1,774千円

減価償却費相当額        1,774千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失について） 

 同左 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 
前事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

当事業年度 

（平成19年３月31日現在） 

繰延税金資産（流動） 

製品保証引当金 

未払賞与 

未払事業税 

その他 

繰延税金資産（流動）計 

  

88,058千円 

70,355 

4,884 

37,005 

 200,303千円 

  

     73,740千円 

89,919 

37,444 

78,456 

279,560千円 

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金 

投資損失引当金 

長期未払金 

関係会社株式 

投資有価証券 

その他有価証券評価差額金 

繰越外国税額控除  

 その他 

繰延税金資産（固定）小計 

 評価性引当額 

 繰延税金資産（固定）合計 

  

    121,599千円 

271,355 

46,210 

261,667 

19,786 

89,964 

－ 

10,443 

821,028千円 

   △94,209千円 

  726,818千円 

  

81,649千円 

271,355 

40,777 

261,667 

61,896 

－ 

191,592 

13,814 

    922,753千円 

△356,095千円 

566,657千円 

 
前事業年度 

（平成18年３月31日現在）

当事業年度 

（平成19年３月31日現在）

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久差異項目 

住民税均等割 

外国税額控除 

法人税特別税額控除 

評価性引当額増減 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 

40.7％ 

  

△2.7 

△3.6 

△7.6 

1.0 

－ 

1.6 

29.4％ 

    40.7％ 

  

1.9 

1.3 

△44.2 

△7.9 

28.2 

0.9 

 20.9％ 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益又は当期純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、1株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額    441円90銭

１株当たり当期純損失   △12円41銭

１株当たり純資産額      479円93銭

１株当たり当期純利益      35円41銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

     29円80銭

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)    

当期純利益又は当期純損失(△)（千円） △257,307 733,991 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円） 
△257,307 733,991 

期中平均株式数（千株） 20,731 20,731 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（千株） － 3,900 

（うち新株予約権） － (3,900) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

第１回転換社債型新株予約権付社

債（券面総額756,600千円）およ

び旧商法第280条ノ19の規定に基

づく新株引受権（ストックオプシ

ョン）普通株式880,000株 

旧商法第280条ノ19の規定に基づく

新株引受権（ストックオプショ

ン）普通株式580,000株 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

㈱ＵＳＥＮ 269,565 285,738 

エニーミュージック㈱ 2,000 23,988 

その他（２銘柄） － 2,600 

計 － 312,327 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価

証券 

その他有

価証券 

㈱アバック第１回無担保利付 

少人数私募債 
51,000 51,000 

計 51,000 51,000 



【有形固定資産等明細表】 

 （注１） 無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減

少額」の記載を省略しております。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産              

建物 1,928,108 1,950 21,274 1,908,785 964,269 56,627 944,515 

構築物 53,476 － 2,500 50,976 39,137 1,988 11,838 

機械装置 140,039 383 6,636 133,786 113,988 4,035 19,798 

車両運搬具 20,807 － － 20,807 19,254 691 1,552 

工具器具備品 1,156,065 155,130 134,964 1,176,232 963,770 94,941 212,461 

土地 3,846,009 － － 3,846,009 － － 3,846,009 

賃貸用建物 3,358,859 － － 3,358,859 762,510 83,394 2,596,348 

賃貸用土地 5,946,405 － － 5,946,405 － － 5,946,405 

建設仮勘定 33,153 59,124 91,995 283 － － 283 

有形固定資産計 16,482,924 216,590 257,370 16,442,144 2,862,930 241,678 13,579,213 

無形固定資産              

特許権 － － － 3,272 3,046 514 225 

施設利用権 － － － 6,435 3,518 429 2,917 

ソフトウエア － － － 444,022 218,435 90,063 225,586 

電話加入権 － － － 8,636 － － 8,636 

無形固定資産計 － － － 462,366 225,001 91,007 237,364 

長期前払費用 279,575 10,298 16,482 273,390 219,628 18,908 53,762 

繰延資産              

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 3,639 7,155 － 3,639 7,155 

投資損失引当金 666,722 － － － 666,722 

製品保証引当金 216,360 181,180 216,360 － 181,180 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 2,166 

預金  

当座預金 923,865 

普通預金 2,961,686 

小計 3,885,552 

合計 3,887,718 

相手先 金額（千円） 

パスコ㈱ 18,679 

㈱シミズシンテック 4,249 

三菱ふそうバス製造㈱ 3,476 

その他 1,580 

合計 27,986 

期日別 金額（千円） 

平成19年４月 9,840 

５月 6,410 

６月 9,186 

７月 2,548 

合計 27,986 



③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

④ 製品 

⑤ 関係会社短期貸付金 

相手先 金額（千円） 

ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBH 878,103 

ONKYO U.S.A. CORP. 868,597 

富士通テン㈱ 718,191 

㈱ヤマダ電機 458,556 

任天堂㈱ 351,069 

その他 2,055,866 

合計 5,330,384 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

4,615,332 39,467,207 38,752,155 5,330,384 87.9 46 

品名 金額（千円） 

デジタルホームオーディオ・ビデオ関連製品等 729,025 

車載用スピーカー等 188,263 

合計 917,289 

区分 金額（千円） 

オンキヨーエレクトロニクス㈱ 1,220,000 

鳥取オンキヨー㈱ 300,000 

プラス産業㈱ 300,000 

ONKYO ASIA ELECTRONICS SDN.BHD. 590,250 

合計 2,410,250 



⑥ 関係会社株式 

⑦ 関係会社出資金 

⑧ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

銘柄 株式数（株） 金額（千円） 

（子会社株式）    

オンキヨーエレクトロニクス㈱ 916,600 1,295,000 

ONKYO (MALAYSIA) SDN.BHD. 62,085,000 1,200,000 

ONKYO ASIA ELECTRONICS SDN.BHD. 25,000,000 954,701 

ONKYO U.S.A. CORP. 8,600 988,465 

オンキヨーマーケティング㈱ 2,000 531,000 

ONKYO ELECTRIC (MALAYSIA) SDN.BHD. 9,300,000 424,450 

鳥取オンキヨー㈱ 4,000 200,000 

プラス産業㈱ 57,800 297,600 

（関連会社株式）    

ONKYO CHINA LTD. 7,800,000 72,438 

㈱ＣＯ３ 800 40,000 

ＤＯ㈱ 800 40,000 

計   6,043,655 

相手先 金額（千円） 

ONKYO EUROPE ELECTRONICS GMBH 1,816,394 

上海安橋電子有限公司 350,000 

上海安橋国際貿易有限公司 220,504 

合計 2,386,898 

相手先 金額（千円） 

オンキヨーエレクトロニクス㈱ 279,123 

㈱ユーエスシー 64,772 

㈱放送出版プランニングセンター 25,938 

㈱研文社 13,308 

㈱美工 12,839 

その他 89,762 

合計 485,745 



(ロ)期日別内訳 

⑨ 買掛金 

⑩ １年以内返済予定の長期借入金 

期日別 金額（千円） 

平成19年４月 188,710 

５月 106,248 

６月 94,618 

７月 80,497 

８月 15,671 

合計 485,745 

相手先 金額（千円） 

ONKYO ASIA ELECTRONICS SDN.BHD. 1,893,509 

シークス㈱ 153,580 

オンキヨーエレクトロニクス㈱ 135,196 

鳥取オンキヨー㈱ 129,951 

上海安橋電子有限公司 101,329 

その他 17,999 

合計 2,431,568 

借入先 金額（千円） 

中央三井信託銀行㈱ 930,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 792,000 

㈱みずほ銀行 374,000 

㈱山陰合同銀行 300,000 

住友信託銀行㈱ 186,000 

㈱伊予銀行 175,000 

㈱京都銀行 167,000 

㈱百五銀行 96,000 

㈱あおぞら銀行 94,200 

㈱滋賀銀行 80,770 

㈱関西アーバン銀行 17,000 

合計 3,211,970 



⑪ 長期借入金 

⑫ 長期預り保証金 

⑬ 再評価に係る繰延税金負債 

借入先 金額（千円） 

中央三井信託銀行㈱ 4,052,400 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,690,000 

愛知県信用農業協同組合連合会 500,000 

㈱みずほ銀行 314,000 

住友信託銀行㈱ 128,000 

㈱伊予銀行 118,000 

㈱京都銀行 118,000 

㈱百五銀行 92,000 

㈱滋賀銀行 66,720 

㈱あおぞら銀行 23,000 

合計 8,102,120 

相手先 金額（千円） 

㈱平和堂（建設協力金） 3,500,000 

㈱ニッド（賃貸保証金） 45,000 

名鉄観光サービス㈱（賃貸保証金） 16,480 

エンゼルキャピタル㈱（賃貸保証金） 16,305 

エキスパートアライアンス㈱（賃貸保証金） 9,928 

ビジネスネットワークテレコム㈱（賃貸保証金） 7,608 

㈱ニノミヤ（保証金） 500 

オンキヨーマーケティング㈱（賃貸保証金） 2,671 

合計 3,598,494 

内容 金額（千円） 

土地再評価に係る繰延税金負債 3,198,277 

合計 3,198,277 



(3）【その他】 

 当社が係争中の訴訟については、「第一部 企業情報 第５ 経理の状況 １．連結財務諸表等 (2) その

他」に記載しております。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注１） 平成19年６月21日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなり

ました。 

 当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公

告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 広告掲載URL http://www.jp.onkyo.com/ 

（注２） 単元未満株主の権利制限 

 当社の株主（実質株主を含む。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使することができない。 

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株 10,000株 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき50円および印紙税相当額 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書およびその添付書類 

  事業年度（第83期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月22日近畿財務局長に提出。 

(2)臨時報告書 

  平成18年10月２日近畿財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令19条第２項第12号ならびに第19号の規定に基づく臨時報告書であります。 

(3)訂正報告書 

 平成18年12月21日近畿財務局長に提出。 

 平成16年12月24日に提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

  (4)訂正報告書 

   平成18年12月21日近畿財務局長に提出。 

   平成17年６月23日に提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

 (5)訂正報告書 

  平成18年12月21日近畿財務局長に提出。 

 平成17年12月22日に提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

 (6)訂正報告書 

  平成18年12月21日近畿財務局長に提出。 

 平成18年６月22日に提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

 (7)半期報告書 

  （第84期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月21日近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成18年６月22日 

オンキヨー株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西田 幸男  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 美樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオンキヨ

ー株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オン

キヨー株式会社及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成19年６月21日 

オンキヨー株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西田 幸男  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 美樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオンキヨ

ー株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オン

キヨー株式会社及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成18年６月22日 

オンキヨー株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西田 幸男  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 美樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオンキ

ヨー株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第83期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オンキヨ

ー株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成19年６月21日 

オンキヨー株式会社      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西田 幸男  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山田 美樹  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているオンキ

ヨー株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第84期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、オンキヨ

ー株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 
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